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予算特別委員長  井上 明夫   

 

１ 日 時 

   令和５年７月２４日（月） 午前１０時００分から 

                午後 ２時１６分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

   井上明夫、太田正美、志村学、御手洗吉生、桝田貢、穴見憲昭、岡野涼子、 

中野哲朗、宮成公一郎、首藤健二郎、清田哲也、今吉次郎、阿部長夫、小川克己、 

後藤慎太郎、森誠一、大友栄二、木付親次、三浦正臣、古手川正治、嶋幸一、 
麻生栄作、阿部英仁、御手洗朋宏、福崎智幸、吉村尚久、若山雅敏、成迫健児、 
高橋肇、木田昇、二ノ宮健治、守永信幸、原田孝司、玉田輝義、澤田友広、吉村哲彦、

戸高賢史、堤栄三、末宗秀雄、佐藤之則、三浦由紀 
 
４ 欠席した委員の氏名 

猿渡久子 

 
５ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   福祉保健部長 工藤哲史、生活環境部長 高橋強 ほか関係者 

 
６ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 
 
７ 会議の概要及び結果 

（１）第５３号議案令和５年度大分県一般会計補正予算について審査を行った。 
 
８ その他必要な事項 

   な し 
 
９ 担当書記 

   議事課委員会班 副主幹    吉良文晃 
議事課委員会班 主幹（総括） 秋本昇二郎 



予算特別委員会次第 

 

日 時：令和５年７月２４日（月）１０：００～ 

場 所：本会議場               

  

  

１ 開  会 

 

 

２ 歳出予算審査 

（１）福祉保健部関係 

①予算説明    

②質疑・応答 

 

 

〔休   憩〕 

 

 

（２）生活環境部関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

 

 

３ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果

太田副委員長 ただいまから、本日の委員会を

開きます。 

 この際、付託された予算議案を一括議題とし、

これより福祉保健部関係予算の審査に入ります。 

 執行部に申し上げます。説明は主要な事業及

び新規事業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いしま

す。 

 それでは、福祉保健部関係予算について説明

を求めます。 

工藤福祉保健部長 第５３号議案令和５年度大

分県一般会計補正予算（第１号）のうち、福祉

保健部関係について説明します。 
 タブレット画面右下に青い通知が出たら、タ

ッチしていただくと、御覧いただく資料のペー

ジが表示されます。 
 では、お手元の令和５年度福祉保健部予算概

要の５ページをお開きください。 
 令和５年度福祉保健部補正予算の概要です。

予算のポイントとして、基本方針を中心に補正

予算の取組を説明します。 
 まず、安心元気の安心分野についてです。 

医療・保健サービスの充実等を通じ、県民が安

心して暮らすことができる社会づくりを推進し

ます。 
 次に、共生社会についてです。こども・子育

て支援のさらなる充実を図るとともに、高齢者

や障がい者が安心して自立した生活を送ること

ができる社会づくりを推進します。 
 次に、６ページをお開きください。 
 今回の補正予算案ですが、表頭の左から２番

目、予算額（Ａ）の上から２番目にあるように

２２億４，１４５万９千円です。その上の既決

予算を合わせると、計１，３９６億５，８８１

万円となります。これを右から３列目の４年度

当初予算額（Ｂ）欄と比較すると、その右の欄

にあるように、額にして８９億１，６６６万４

千円、率にして６．８％の増となっています。

この主な理由としては、高齢化の進行等に伴う

医療費県負担金など、いわゆる扶助費の増をは

じめとして前年度当初予算にはなかったこと、

妊産婦・子育て世帯への１０万円給付事業費や

社会福祉施設等の物価高騰対策事業費による純

増などがあげられます。 
次に、主要な事業について説明します。 
２６ページをお開きください。上から２番目

の社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業費

２１億３，４８９万円です。 
 この事業は、物価高騰の影響を受けている社

会福祉施設等の運営継続を図るため、電気代や

食材費等高騰分の一部を助成するものです。 
一つ目の二重マル社会福祉施設等物価高騰対

策応援給付金では、県内の１万を超える対象施

設に総額約２１億円を給付します。①の高齢者

福祉施設、障がい福祉施設、保育所等について

は運営費の負担区分と同様に市町村にも負担を

求め、定額を補助します。②の病院、診療所、

薬局、私立学校等については、全額県負担によ

り定額を補助します。病床数や定員などに応じ

た定額制を採用することにより、申請者側の事

務負担を軽減し、迅速に支給したいと考えてい

ます。 
 次に、４９ページをお開きください。下段の

訪問看護強化事業費７５９万２千円です。 
この事業は、在宅療養ニーズの増加に対応す

るため、訪問看護人材の確保と訪問看護ステー

ションの拡充を支援するものです。 
一つ目の二重マル機能強化型訪問看護ステー

ション移行支援事業は、機能強化型訪問看護ス

テーションへの移行を支援するため、アドバイ

ザ－を派遣するとともに、医療機関等の看護職

を訪問看護ステーションへ出向させる研修を実

施するものです。 
二つ目の二重マル訪問看護就業Ｗｅｂガイダ

ンス・インターンシップ研修事業は、訪問看護

に興味を持つ人材を増やし人材確保を図るため、

訪問看護ステーションの就業ガイダンスやイン

ターンシップ研修を実施するものです。 
三つ目の二重マル訪問看護ステーション設備
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整備費補助は、訪問看護ステーションの設備整

備に要する経費に対して助成するものです。 
次に、６０ページをお開きください。がん対

策推進事業費８９万６千円です。 
この事業は、がん検診受診率の向上に向けた

普及啓発や受診促進に取り組むとともに、がん

診療連携拠点病院の機能強化やがん患者の社会

参加支援など、がん対策を総合的に推進するも

のです。 
今回の補正予算では、最後の二重マルのとお

り、小児慢性特定疾病で長期入院する児童等の

家族の負担軽減を図るため、付き添いのために

宿泊施設を利用した場合の費用の一部を助成し

ます。 
次に、９６ページをお開きください。上段の

自立支援型サービス推進事業費６７７万９千円

です。 
この事業は、自立に向けた支援が必要な高齢

者を短期集中予防サービスの積極的な利用につ

なげる仕組みを構築するものです。今回の補正

予算では、四つ目の二重マル介護サービス事業

所向けＩＣＴモデル事業のとおり、短期集中予

防サービスを提供する介護サービス事業所にお

いて、ウェアラブル端末等のＩＣＴを活用した

安全で最適なトレーニングをモデル実施します。 
次に、１２０ページをお開きください。おお

いた子育てパパ応援事業費１，４７８万９千円

です。 
 この事業は、男性の積極的な子育てを応援す

るため、父親や企業に対する意識啓発等を推進

するものです。 
 一つ目の二重マル企業向けの出前講座の開催

では、県内中小企業に赴き、そこで働く父親や

その上司を対象に、子育てと仕事の両立や働き

方改革等をテーマとした出前講座を開催し、職

場全体で子育てを応援する環境づくりに取り組

みます。 
四つ目の二重マルプレパパ教室の開催では、

これから父親となる男性に対し、家事シェアの

方法等を学ぶ講座や先輩パパとの意見交換会を

実施し、父親としての意識醸成を図ります。 
次に、１２３ページをお開きください。一番

下の妊産婦健診等支援事業費３８８万１千円で

す。 
 この事業は、近隣に産科医療機関のない妊産

婦の健診や出産に要する交通費等を支援する市

町村に対し助成するものです。妊産婦の経済的

負担や出産時の不安を軽減することで、安心し

て子どもを産むことができる環境を整備します。 
 次に、１７４ページをお開きください。てん

かん医療・地域連携体制整備事業費２９５万９

千円です。 
この事業は、てんかん支援拠点病院を指定し、

支援コーディネーターを中心とした相談窓口の

設置や医療・地域連携体制の構築を図るもので

す。 
次に、１７５ページをお開きください。障が

い者就労環境づくり推進事業費１，０４６万９

千円です。 
 この事業は、障がい者雇用を促進するため、

企業訪問や仕事の切り出し、人材の掘り起こし、

職場への定着支援等を行うアドバイザーを配置

するほか、就労系事業所等からの一般就労への

移行を支援するものです。 
 下から二つ目の二重マル就労継続支援Ａ型事

業所の新規参入・規模拡大への支援では、精神

障がい者の就労希望が多いＩＴ分野について、

Ａ型事業所が新規参入または規模拡大する際に、

指導員の人件費等を助成します。 
また、一番下の二重マル合同企業説明会の開

催では、法改正による雇用率算定対象の拡大を

見据え、障がい者と企業のマッチング機会の拡

充を図るため、従来からの労働局主催の説明会

に加えて、県主催の合同企業説明会を追加開催

します。 
太田副委員長 以上で説明は終わりました。 

この際、委員の皆さんに申し上げます。 
質疑は付託された予算議案に対する内容にと

どめるとともに、説明資料名、ページ及び事業

名等を明らかにしてください。質疑の方法は、

一人一括問答方式となっており、質疑は関連質

疑も含め一人５分以内、再質疑は２回までとな

っていますので、要点を簡潔にお願いします。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手



- 3 - 

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。また、

マイクの先端を自身に向け、明瞭に答弁くださ

い。 

 事前の通告者が１９名います。事前通告者は

かなりの人数となっている中、時間は限られて

います。重ねて執行部に申し上げます。より簡

潔な答弁をお願いします。 

また、委員の皆様に申し上げます。質疑につ

いてもできるだけ簡潔にするなど、 進行に御

協力をお願いします。 

 それでは、順次指名します。猿渡委員がこの

場にいませんので、堤委員。 

堤委員 まず、２２ページの生活福祉資金貸付

事業費についてです。 

コロナ感染拡大に伴う特例措置としての緊急

小口資金等の特例貸付や総合支援資金等の返済

猶予期間がそれぞれ延びているけれども、免除

決定した件数と金額、また、住民税非課税世帯

以外で免除したケースはあるのか、あればその

理由と件数、金額はどうか。 

 次に、４７ページの新型コロナウイルス感染

症療養体制確保事業費と７８ページの新型コロ

ナウイルス感染症対策事業費についてです。 

専門家は、コロナ第９波の入口ではと指摘し

ています。コロナが５類に変わって、療養に自

己負担が生じることで受診抑制が懸念されます。

感染拡大において医療体制は十分確保できるの

か。また、保健所機能もコロナを経験し、これ

までの業務に対する取組など蓄積されていると

思うけれども、今後、保健師等の増員は考えて

いるのか。 

 １２３ページの妊産婦健診等支援事業費につ

いて、利用者数をどれくらいと見込んでいるの

か。また、妊産婦医療費助成制度の検討をする

必要があるのではないか。子どもの貧困対策に

ついては、ヤングケアラー支援や子どもの居場

所づくり推進などの事業を実施しているけれど

も、子どもの貧困の解決方法はどこにあると考

えているのか。 

 委員長、最後にもう一個だけ追加で質問しま

す。いいですね。 

太田副委員長 はい。 

堤委員 １２２ページの子ども医療費助成事業

費について、大分市や日田市が今後子ども医療

費助成制度の拡充を打ち出しているけれども、

県としてもそろそろ検討する時期に来ているの

ではないかと。ペナルティー等もなくす方向と

言われているので、その辺を県としてどう考え

ているかお答えください。 

渡邉福祉保健企画課長 まず、私から生活福祉

資金の特例貸付、それから、コロナ関連の事業

のうち保健所関係の御質問２点についてお答え

します。 

 まず、生活福祉資金の特例貸付が現在返済期

間を迎えていますが、令和４年３月までに申請

のあった緊急小口資金と総合支援資金の初回分

です。その債権額は延べ２万６，７０６件で、

債権総額は９２億円弱となっています。 

 お尋ねの免除決定件数ですけれども、６月末

現在で全体の４１％にあたる１万９７２件、金

額は約３８億２千万円となっています。 

 次に、住民税非課税世帯以外の理由で免除し

たケースです。件数は８２９件で、債権額は約

２億８千万円となっています。 

 免除の理由ですが、自己破産等により免責が

確定したケースが３２７件で約１億１千万円、

借受人が死亡したケースが２６９件で約９千万

円、それから、生活保護の受給を開始したケー

スが１７１件で約６千万円、障害者手帳の交付

を受けたケースが６２件で債権額は約２千万円

となっています。 

 続いて、保健所関係に関する質問についてで

す。３年余りにわたるコロナ対応で得られた

数々の経験を糧として、新たな感染症への備え

を講じていく必要があると考えています。保健

所については、感染症対策をはじめとした地域

の健康危機管理に的確に対応できる体制を構築

することが何よりも肝要だと思います。 

 健康危機への備えを計画的に進めるため、ま

た国の法改正もあって、県では今年度従来の大

分県感染症予防計画を改定するとともに、新た

に保健所の健康危機対処計画を策定する予定と

しています。これらの計画では、平時からの関
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係機関との連携強化や外部人材を含めた人員の

確保による速やかな有事体制への移行、さらに

はＩＣＴや外部委託等を活用した業務の効率化

などについて、あらかじめ定めておくこととさ

れています。 

 保健所の保健師等の定数ですが、限られた人

材を有効活用する観点から、平時の体制につい

ては恒常的な業務量に応じて配分されるものと

考えており、今後の増員については現時点で未

定となっています。 

池邉感染症対策課長 私からは、新型コロナウ

イルスの医療体制についてお答えします。 

 医療体制について、まず外来ですけれども、

現時点で５８０の医療機関がコロナの診療を行

っています。さらなる拡充に向けて、設備整備

の補助金であるとか、あと外来診療を始める際

の手順や注意点を示した手引を県で作成して公

開するなどの対策を取っています。 

 また、入院診療については、受入可能な医療

機関が５月８日時点では５７医療機関だったも

のが現在１３９医療機関となっています。２類

当時よりもさらに多くの病床を確保しており、

それに加えて５類になったので、有床診療所で

あるとか、受入可能と事前には言っていない医

療機関も、かかりつけの患者がコロナになって

入院が必要なときには診るという体制も整えて

おり、医療体制や病床は十分確保できていると

考えています。 

 また、医療費の自己負担については、経過措

置として軽減策が設けられています。こういっ

た措置は他の疾病との公平性などの観点から９

月末までとされていますが、県では１０月以降

の国の動向を注視していきたいと思っています。 

 医療体制については、これまでも医療機関や

医師会などと連携してきましたが、今後も感染

拡大時にも医療が逼迫しない体制の確保に取り

組んでいきます。また、感染情報の提供など県

民に広く適切に情報提供を行いながら、適切な

受診を呼びかけていきたいと思います。 

今井こども未来課長 私からは３点についてお

答えします。 

 まず、妊産婦健診等支援事業費についてお答

えします。本事業は、近隣に産科医療機関のな

い妊産婦が距離を理由に妊婦健診等の受診控え

を起こすことなく、安心して出産に臨めるよう

交通費や宿泊費を支援するものです。 

 支援の対象となる方は、自宅から最寄りの産

科医療機関までの距離が２０キロメートルを超

える妊産婦としています。支援の対象となる人

数は、市町村ごとに最寄りの産科医療機関まで

の距離を算定して、年間で３６０人と見込んで

います。 

 なお、医師の診断や指示によって、周産期医

療センター等に通院する場合や妊娠途中に産科

医療機関が変更となった場合は、自宅からの距

離が２０キロメートルを超えていれば対象とす

る予定にしています。 

 現時点で確定的なことは言えませんが、７市

町村が本年度中から実施すると前向きに検討し

ており、残りの市町村についても検討中という

回答をいただいています。 

 続いて、妊産婦医療費助成制度についてお答

えします。現在、妊娠高血圧症候群など妊娠時

の特有な病気の入院費等を助成しています。健

診に係る費用については、産前１４回、産後２

回を助成しており、歯科健診の無料券を配布し

ている市町村もあります。また、昨年から全て

の妊産婦に対して妊娠届出時に５万円、出産後

に５万円を給付していますが、この給付金は使

途が制限されていないので、子育てサービスの

利用料やおむつなどの購入費、妊娠中の医療費

に充てることもできます。 

 これらの支援に加えて、今年度からさきほど

御説明した交通費の助成にも取り組むので、妊

産婦に様々な経済支援を行っていると考えてい

ます。今後もこうした施策をしっかりと届けて

いきます。 

 最後に、子ども医療費助成事業費についてお

答えします。この制度は、安定的かつ持続的な

運営が求められており、地域の医療機関体制の

影響にも留意しながら、医療機関などの御理解

をいただく必要があります。県では、限られた

財源の中で入院については小中学生まで、通院

については未就学児までを対象として、所得制
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限を設けることなく実施しています。また、昨

年１０月からは県内全ての市町村で、中学生ま

での入院と通院の医療費助成が実現しており、

県内九つの市町村ではその対象を高校生まで拡

大しています。県民にとって、他県と比較して

も遜色のない制度になっているかなと考えてい

ます。 

 子ども医療費助成制度は各自治体がそれぞれ

の実情に応じて実施していますが、そもそも国

の責任において全国一律の制度として運用され

るべきものと考えており、今後も本県独自の提

言活動や知事会等を通じて国に要望していきま

す。 

隅田こども・家庭支援課長 子どもの貧困につ

いて、基本的な解決方法についての質疑をいた

だきました。 

 子どもの貧困は日本全体の課題であり、その

解決方法として、まずは国の制度を基本とした

経済的支援が重要と考えています。しかしなが

ら、教育、福祉等の多様な関係者の連携、協力

の下での地域の実情に即した取組も必要です。

そのため、県では、令和３年に策定した大分県

ひとり親と困難な生活環境にある子どもの支援

計画に基づいて、県独自の視点も踏まえ、子ど

も食堂への支援など各分野の取組を総合的に進

めています。 

堤委員 コロナは２類相当のときより、かなり

ベッド数が確保できていると答弁がありました。

しかし、沖縄県も第９波に入ったと言われてい

て、結構身の回りでもコロナの感染者が広がっ

ているんですね。そうした場合、急な感染拡大

に対してこの数で十分と言えるのかどうかを１

点確認しますね。 

 それと、最初の緊急小口資金特例貸付の関係

で、住民税非課税世帯以外の理由の免除件数が

ちょっと聞き取れなかったので、その減免の件

数をもう一度教えてください。 

 それと子ども医療費助成制度については、ず

っとこれまでそういう答弁をされてきて、全市

町村が基本的にこれを独自にやってきているわ

けね。それで、早い話が県として半分でも助成

すればもっと進んでいくのではないかと思いま

す。工藤部長、今後どうするかを含めてきちっ

と検討してください。これは要望です。 

池邉感染症対策課長 新型コロナウイルスの医

療体制がこれで十分かということですけれども、

医療機関や医師会と話合いは今でも行っており、

今後も病床数を確保できるように引き続き進め

ていきたいと思います。 

 現在の入院の状況で言うと、入院期間が短く

なってきていて、ここ１か月間で急に感染は拡

大していますが、全体の入院者数は上手に回せ

ているように受け取っています。また、個別の

医療機関からも逼迫という声は聞こえておらず、

病床の回転がいいので、たくさんの人が一気に

入ることは今のところ確認されていません。 

 引き続き情報共有しながら、医療機関に対し

て少し病床数を拡充できるのかも適宜話は進め

ていきたいと思っていますが、現時点では、さ

きほど説明したとおり多くの医療機関が受入れ

ているし、有床診療所もかかりつけの方を入院

させているので、医療体制としてはおおむね良

好と考えています。 

渡邉福祉保健企画課長 住民税非課税世帯以外

の理由の免除件数についてです。 

 まず、自己破産したケースが３２７件です。

それから、死亡したケースが２６９件、生活保

護の受給を開始したケースが１７１件、それと

障害者手帳の交付を受けたケースが６２件とな

っています。 

大友委員 ２点の事業についてお伺いします。 

 一つ目は予算概要１３８ページ、子どもの居

場所づくり推進事業費についてです。 

 子どもの居場所については、放課後児童クラ

ブや子ども食堂など様々な施設があると思いま

す。特に子ども食堂について、県ではどのよう

に位置付けて支援をしているのか。また、県内

の子ども食堂の現状をどう把握しているか。県

の支援について、補正予算の内容も含めて説明

をいただきたいと思います。 

 それから、新規事業の新たな居場所づくりに

よる要支援児童への支援強化について、事業内

容を詳しく教えていただきたいと思います。ま

た、事業化の背景と今後の展開についてどのよ
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うに考えているのかをお伺いします。 

 ２点目ですが予算概要１３５ページ、児童虐

待防止対策事業費についてです。 

 今年１月、中津市で母親が子どもを殺害する

痛ましい事案が発生しました。現在、専門家に

よって検証が行われていると承知をしています

けれども、この事業は正にそういうことを防止

するための事業だと思います。そこで、今年度

特に強化した点があるかをお伺いします。 

隅田こども・家庭支援課長 子どもの居場所づ

くり推進事業費と、児童虐待防止対策事業費に

ついてお答えします。 

 初めに、子どもの居場所づくりについてです。 

最初の質問は、子ども食堂をどう位置付けて支

援をしているかですが、子どもの貧困や地域の

つながりの希薄化などを背景に子どもを取り巻

く環境はより複雑化しています。子ども食堂は、

そのような困難な生活環境にある子どもに食事

の提供のみならず、学習支援や悩みの相談、さ

らには多世代が交流できる大切な居場所となっ

ています。運営形態は様々であり、県としては

それぞれの設立趣旨を尊重しながら支援をして

います。 

 続いて、子ども食堂の現状についてのお尋ね

です。子ども食堂は、令和４年度末で１０６か

所となっており、個人やＮＰＯ法人などボラン

ティアによる運営が主です。毎日開設している

ところもあれば、月１回など開催頻度も様々で

す。 

 続いて、子ども食堂への県の支援についてで

す。県では、これまで大分県社会福祉協議会に

専任職員を配置して、運営者向け研修会の開催

やネットワーク化の推進を行うほか、新規開設

や学習支援などの機能強化に対して助成を行う

とともに、クラウドファンディングにより募っ

た寄附金の配分などで運営を支援してきました。

また、補正予算では新たに子ども食堂の遊具や

図書の購入費用を助成することとしています。   

最後に、新規事業の新たな居場所づくりによ

る要支援児童の支援強化について、事業化の背

景、事業内容、そして今後の展開をまとめてお

答えします。 

 県内には、家庭の困窮やネグレクト、家族の

病気等を背景に生活習慣の形成ができていない

子どもが一定数います。例えば、洗濯の仕方や

ごみの出し方のほか、体の洗い方さえも知らな

い子どもがいるということです。この事業は、

そうした子どもに対して児童育成支援拠点での

取組を通じて子どもの自己肯定感を高め、将来

的に自立していける力を養うものです。 

 今年度は、令和元年度に全国に先駆けて開設

をした杵築市の取組に助成することとしていま

す。杵築市では、平日の夕方から２０時頃まで

開設をして、食事提供、学習支援、洗濯や服の

畳み方など日常生活で必要なことを学ぶほか、

誕生日会やバス旅行など様々な体験活動を提供

します。今後、この取組をモデルとして他の市

町村への横展開を図り、県下の児童の健やかな

育成を支援します。 

 次に、児童虐待防止のために強化した取組に

ついてお答えします。児童虐待防止の徹底を図

るためには、児童相談及び児童虐待への対応力

を総合的に強化する必要があると考えています。

本年度はまず、児童相談所の児童福祉司を１０

人、児童心理司を３人それぞれ増員して、児童

相談所の体制を強化しました。 

 また、お尋ねの予算概要１３５ページの児童

虐待防止対策事業費についてですが、三つ目の

二重マル、児童家庭支援センター機能強化事業

において、県内の児童家庭支援センター５か所

に対し、支援が必要な家庭に対する指導――一

時保護の解除などで家庭に引き取られた子ども

の見守りなどをこちらで委託していますが、今

年度はこの委託費を約２倍となる１，２００万

円増額をして、見守り可能な件数の増加につな

げるなど、さらなる体制の強化を図っています。 

 今後も市町村要保護児童対策地域協議会を通

じて、関係機関と情報共有を密に行うことでよ

り一層連携を深め、早期発見と早期対応に努め

ます。 

大友委員 ありがとうございます。関係機関と

の連携という話がありました。事業概要の中に

も関係機関等との連携強化事業と上がっていま

すけれども、学校関係の中に、例えば保育士や
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放課後児童クラブの支援員などがメンバーに入

っているのかと、あと最初にお伺いした子ども

食堂とか、そういう民間の施設の関係者との連

携がどうなっているのかをお伺いします。 

隅田こども・家庭支援課長 関係機関の連携に

おいて、要保護児童対策地域協議会に保育士や

放課後児童クラブの職員が入っているかという

質問ですが、地域の保育所の団体については加

入しているけれども、各保育所全てが入ってい

るわけではないので、個別のケース会議等で参

画していただいて、相談していく対応をとって

います。 

 それから、放課後児童クラブについては市町

村によって対応が違っていると思います。ただ、

市町村要保護児童対策地域協議会の構成員とし

ては入っていないところが多いと思うので、こ

ちらもやはり個別のケース検討会議などに参加

していただく対応になると思います。 

太田副委員長 大友委員、いいですか。（「民

間施設との連携は」と言う者あり） 

隅田こども・家庭支援課長 民間施設との連携

ですが、例えば子ども食堂や児童家庭支援セン

ターがあるけれども、児童家庭支援センターは

市町村要保護児童対策地域協議会のメンバーに

入っています。 

 子ども食堂については、やはり放課後児童ク

ラブ等と同じように個別のケースを相談いただ

いて、それに対応していく形になっています。 

中野委員 予算概要の１７１ページ、精神障が

い者地域移行・定着体制整備事業費について質

疑します。 

 精神障がい者が安心して自分らしく地域で生

活していくために、その地域移行と定着は重要

な課題であると認識しています。まず、地域移

行と定着についてどのようなことが課題となっ

ていると認識しているのか、障害福祉課長に伺

います。 

 また、今回提案された７月補正予算案では、

新おおいた創造・発展枠事業として障がい者ピ

アサポート研修事業２０１万１千円が新たに盛

り込まれています。これは、具体的にどのよう

な方を養成するのか、あわせて期待する役割と

その効果を伺います。 

 委員長、１点追加で質疑してよろしいですか。 

太田副委員長 はい。 

中野委員 それでは、予算概要の２６ページ、

社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業費に

ついて質問します。 

 本事業は、令和５年度当初予算での事業費の

計上はありませんでしたが、ほぼ同じ内容の事

業が昨年９月の補正予算の新規事業として１６

億１，８９５万円計上されています。そして、

本定例会に報告された令和４年度予算繰越説明

書によれば、新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金を財源とする１０億９，８８

６万円が今年度に繰り越されており、その上で

今回の肉付け予算で２１億３，４８９万円の提

案を受けています。 

 先日、阿部長夫議員の一般質問に対する答弁

で、本事業については昨年度事業を踏まえた手

続の簡素化を図った等の説明がありましたが、

昨年度からの繰越分に対応しつつ、この約２１

億円をどのようなスケジュールで執行するのか

伺います。 

 もう１点、本事業約２１億円の財源構成を見

ると、国庫支出金である新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金が１６億円程度、

残りの５億３，１００万円程度は雑入として市

町村の負担分となっています。こうした事業は、

県がお金を出して市町村の事業として行う形が

多かったのではないかと思いますが、市町村か

らの負担金を歳入として受け、県の事業として

行うことについて、その意思決定の経緯、経過

を伺います。 

柳井障害福祉課長 私からは、精神障がい者地

域移行・定着体制整備事業費についてお答えし

ます。 

 まず、課題についてですが、令和３年の大分

県内の精神科病院の平均入院日数は４１９．５

日で、全国平均の２７５．１日より１４４日、

約５か月間長いという課題があります。入院期

間が長くなると退院後の生活に対する不安が大

きくなるため、入院後に症状が安定した早期か

ら退院に向けた意欲を高めるための支援が必要
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と認識しています。また、退院後に家族からの

支援が十分に受けられない方もおり、孤立しな

いよう周囲の支援態勢を整えることも必要と考

えています。 

 次に、障がい者ピアサポート研修事業ですけ

れども、本事業では障がい者が自らの体験に基

づいて相談相手になったり、同じ仲間としての

社会参加等の支援をするピアサポーターを養成

します。この研修は、障がい福祉サービス事業

所等に雇用されている障がい者を対象に令和７

年度末までの３年間で５０人を養成する予定と

しています。ピアサポーターが支援対象者と同

じ目線で助言をすることで、地域生活を続ける

上での不安解消を図ることを期待しています。 

渡邉福祉保健企画課長 私からは、社会福祉施

設等物価高騰対策緊急支援事業費についてお答

えします。 

 昨年度、９月補正予算で行った事業について

は、対象施設はほぼ同じですけれども、電気代

の上昇分を助成する事業をお願いしました。９

月補正予算だったこともあり、とにかく事務を

先行させるために、例えば、省エネ設備の支援

では交付決定前の着工も認めて、要項が固まる

前に先行して行った経緯も若干あるかと思いま

す。ただ、件数も膨大で仕組みも少し複雑だっ

たので、なかなか年度内に事務が終わらずに今

年度に繰り越した状況になっています。 

 その反省を踏まえ、今回提案している事業に

ついては、電気代に加えてガス代や燃料費、食

事代も入っていますけれども、施設ごとに単価

を設定して、必要な書類等はほぼいらない形で

受け付けたいと思っています。 

 スケジュールですが、昨年度の事業について

は、８月中に電気代の支払はほぼ終える予定で

す。省エネ設備の支援については、９月中の支

払完了を目指して現在作業を進めています。 

 また、今年度の補正予算の事業スケジュール

ですけれども、財源をいただく関係でまずは８

月中に市町村と負担金の契約を結びたいと思い

ます。それから、委託業者と事務委託の契約を

同じく８月中に行って、９月から申請受付を開

始して、何とか年度内に処理を終えたいと考え

ています。 

 それから、もう１点質問があった市町村が行

わずに県で一括して行う点についてですけれど

も、物価高騰が長引いており社会福祉施設等が

疲弊していることから、まずは迅速に対応する

ため、市町村ごとの制度設計だと時間がかかる

し、開始時期がばらける可能性もあるので、県

で一括して制度設計を行って市町村から負担金

をもらう形にしています。また、統一的な取扱

いも必要だと思いますし、市町村の事務負担軽

減という観点からも、そう判断しました。 

清田委員 まずは予算概要書の４０ページ、医

師偏在解消推進事業費、同じく予算概要書の４

１ページ、医療機関の働き方改革推進事業費に

ついてあわせてお伺いします。 

 時間外労働を短縮し、医師の働き方改革を進

めるためには、より多くの医師が必要になると

思います。特に救急や小児科などの成り手の少

ない診療科に対しては、別途医師確保の方策や

努力が必要になると思いますけれども、いわゆ

る働き方改革に関する全体の医師確保をどうす

るのか、そして成り手の少ない診療科に対して

どのように対応していくのかをお伺いします。 

 続いて、予算概要書の４８ページ、看護職員

確保総合対策事業費についてです。この事業で

はバスツアーや就職イベント等をずっと行って

きていますが、大分市や別府市だけではなく、

周辺部の医療圏の看護師確保についてどのよう

に取り組んでいくのかをお伺いします。 

 予算概要書の４９ページ、訪問看護強化事業

費についてです。訪問看護ステーションのニー

ズが高まってきていますが、これも大分市や別

府市以外の周辺医療圏での拡充が必要と考えて

いますけれども、本事業での対応はどこまです

るのか、以上３点についてお伺いします。 

三好医療政策課長 ３点御質問をいただきまし

た。 

 まず、医師確保についてお答えします。 

 県では、県内の小児科等で専門研修を行う医

師に対する研修資金の貸与や小児科医等が国内

外で行う研修費用の支援等に取り組むことで、

救急科や小児科など地域に不足する医師の確保
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を図っています。また、大分大学と連携して、

地域の中核病院に派遣される若手小児科医を支

援する体制も構築しています。 

 それから、全体の医師確保対策として、自治

医科大学と大分大学医学部地域枠により地域医

療を担う医師を養成しています。今年度は自治

医科大学卒業医師１５人、大分大学医学部地域

枠卒業医師４３人の計５８人が、地域の中核病

院やへき地診療所で勤務しています。大分大学

医学部地域枠医師は、今後も地域で勤務する医

師が増加し、令和１１年度には自治医科大学卒

業医師と合わせて約７０人が地域の中核病院等

で勤務する見込みです。 

 また、臨床研修病院合同説明会の開催等によ

る臨床研修医の確保やドクターバンクおおいた

の運営による県外からの即戦力医師の確保等に

も取り組んでいます。 

 このほか、医師の働き方改革を進めるため、

今年度から就労環境等の改善や職員の人材育成

につながる医療機関の取組について評価を行い、

一定の基準を満たした医療機関に対して認証を

付与する大分県働きたい医療機関認証制度、大

分ホスピレートを創設しました。この制度によ

り、安心して働くことができる病院を認証する

ことで医師確保にもつなげていきたいと考えて

います。 

 次に、看護職員の確保についてです。 

 県では、県内の病院等への就職を促進するた

め、看護学生を対象にした病院見学バスツアー

や就職相談イベントを開催し、都市部だけでな

く周辺地域を含め、幅広く県内医療機関の情報

提供を行っています。また、県内各地域におい

て潜在看護職員の再就職を促進するため、ハロ

ーワークと連携し、地域を巡回する就職相談会

を開催するとともに、再就職を希望する看護職

員を対象にした再教育研修を、佐伯市や中津市、

日田市で実施しています。 

 さらに、今年度から看護師等修学資金制度に

１０人の地域枠を創設し、地域の中核病院の就

職を促進することとしています。こうした取組

により、看護職員の地域偏在の解消に向け、引

き続き看護人材の確保に努めます。 

 訪問看護ステーションの拡充についてお答え

します。 

 県内には訪問看護ステーションが約２００施

設ありますが、その半数は看護職員が５人未満

の小規模事業所であり、２４時間３６５日体制

での看取り等の対応に苦慮している例もありま

す。そのため、本事業により常勤看護師を手厚

く配置し、２４時間３６５日対応できる機能強

化型の訪問看護ステーションの整備を促進する

こととしています。 

 現在、県内の機能強化型訪問看護ステーショ

ンは、大分市に７施設、豊後大野市に１施設の

合計８施設となっており、大分市に集中してい

る状況です。そこで、本事業では地域偏在の是

正を図るため、機能強化型訪問看護ステーショ

ンが設置されていない地域から早期に着手する

こととしています。こうした取組により、各地

域の訪問看護ニーズに応えられるよう訪問看護

提供体制の充実に努めます。 

清田委員 ありがとうございます。１点、訪問

看護の件で要望と言うか、現場の把握という意

味で申し上げます。定期巡回の訪問看護サービ

スは、半径１６キロメートルの距離で保険適用

になるかの基準があると思いますけれども、佐

伯市の一つの事例を申し上げますと、半径１６

キロメートル以上の方が多いです。佐伯市では

近隣に病院がないので、利用者は保険適用にな

るけれども、訪問看護に行く事業者としては距

離加算がないものですから、ステーションから

１０分や１５分の場所に行っても往復２時間弱

の場所に行っても同じ料金になるわけです。経

営上非常に厳しい状況があるので、これは国の

制度ではありますが、今後地方の現状が改善さ

れると事業者も訪問看護にしっかり取り組む気

持ちになれるので、国に伝えていただくよう要

望したいと思います。よろしくお願いします。 

後藤委員 予算概要の６６ページ、歯科口腔保

健推進事業費について伺います。 

 乳幼児期から高齢期まで世代ごとの特性を捉

えた歯科口腔保健対策は優先すべき課題だと考

えます。県では、歯科医院向けの研修会や医療

関係者向けの対応マニュアルの作成などに取り
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組むと伺っています。 

 一方で、検診を受けるきっかけとなる取組も

必要だと思います。県内の企業では、歯周病の

リスクがあるか１５分程度で判定できる歯周病

原因菌酵素測定キットであるアドチェックを開

発し、全国に展開しています。このキットをい

ろいろな場面で使い、啓発していくことで検診

を促せるのではないかと思いますが、いかがで

しょうか。 

阿部健康づくり支援課長 歯科口腔保健推進事

業費についてお答えします。 

 歯周病原因菌酵素測定キット、アドチェック

は、綿棒で舌を拭うことで歯周病のリスクがそ

の場で簡単に分かることから、県としても、定

期検診への動機付けとして今後活用することと

しています。 

 まずは、歯科健診受診率の低い働く世代に対

して、本年４月に庁内に開設した大分県口腔保

健センターが事業所に出向き、健康講話やアド

チェックによる測定結果を踏まえた歯科保健指

導を実施する予定です。 

後藤委員 ありがとうございます。言うまでも

ないですが、政府は経済財政運営と改革の基本

方針の中で、国民に毎年の歯科健診を義務付け

る制度の検討を明記しました。これは定期健診

で歯周病などの病気を悪化前に見付け、一人当

たりの生涯医療費を抑える狙いがあるからです。 

 豊の国８０２０運動推進事業でもそういった

重要性が見られると思いますが、歯を失う要因

は歯周病と虫歯に大別されています。歯周病を

放置すれば心筋梗塞や脳梗塞、糖尿病といった

重度の生活習慣病、アルツハイマー病など深刻

な健康被害へとつながっていきます。つまり、

定期的な歯科健診は年齢に関係なく、健康寿命

を延ばす上でとても重要だと考えます。男女共

に健康寿命日本一を実現するためにも、歯科口

腔保健対策の推進は重要であると考えますので、

しっかり対策をお願いしたいと思います。 

 そこで一つ要望ですが、例えば、このキット

を県で整備して、妊婦に対してパパママ教室な

どの場を使って判定検査を行い、リスクのある

方を早期に医療機関へとつなぐことができれば、

歯周病による早産や低体重児のリスクを軽減す

ることができるのではないかと考えます。妊娠

中は、ホルモンバランスの変化等で歯周病とい

った口の中のトラブルがとても起こりやすいと

伺いました。多くの妊婦が安心して出産ができ

るよう、ぜひこういった制度を前向きに検討し

ていただければと思っています。よろしくお願

いします。 

桝田委員 予算概要の８６ページの国民健康保

険指導事業費について質問します。 

 国民健康保険事業の運営を健全に行うために

市町村に対して助言していると思いますが、国

民健康保険証について、今マイナンバーカード

とのひも付けがうまくいっていない問題が全国

的にも多く取り上げられています。そこで、本

県でも医療機関においてマイナンバーカードで

の健康保険証の確認が上手くいっていない事例

が発生しているのかという点と、健康保険証以

外でも障害者手帳――これは宮崎県など県外で

もあったんですが、他県で問題が顕在化したよ

うな事例がないのかをお伺いします。 

一丸国保医療課長 健康保険証とマイナンバー

カードの一体化に係る医療機関でのトラブルに

ついてお答えします。 

 県が所管している１８市町村と二つの国民健

康保険組合及び後期高齢者医療広域連合に対し

て、医療機関でのマイナンバーカードの健康保

険証関連のトラブルについて状況を確認しまし

た。その結果、７月１３日時点で１９件が確認

されました。内訳としては、マイナンバーカー

ドとのひも付けは正確にされていたものの、シ

ステムの不具合等により保険者情報が正しく反

映されていなかったものが１８件、カードリー

ダー等の不具合でマイナ保険証の読み取りがで

きなかったものが１件となっています。いずれ

も医療機関から保険者に問合せや資格確認がで

きたため、患者へ１０割負担を求めたケースは

ありません。 

 なお、市町村国民健康保険や後期高齢者医療

の場合、住民登録と連動しているため、健康保

険証とマイナンバーカードのひも付け誤りは現

時点で確認されていません。しかし、住所地特
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例など一部手作業での入力もあるので、今後も

保険者と連携してしっかりと対応します。 

柳井障害福祉課長 障害者手帳のケースですけ

れども、これまでに他県で明らかになった事例

について、まず宮崎県の事例は、療育手帳台帳

がシステム化されておらず、担当者が手作業で

マイナンバーの宛名システムへの登録作業を行

っていた人為的要因によるものと聞いています。

本県では、手帳台帳はシステム化しているため、

マイナンバーが正しく登録されていれば同様の

事態は生じないことをシステム業者に確認済み

です。 

 また、本年６月に静岡県で明らかになった事

例は、一度取り消した手帳番号を欠番とせず、

他の障がい者に割り当てたため、取り消しした

方と情報の二重登録が起こったものですが、本

県では起こり得ないことをシステム業者に確認

済みです。 

 しかし、現在国が全国の自治体で障害者手帳

のひも付け方法の確認をしており、今後その結

果を踏まえて総点検が必要なケースを整理する

ことになっています。総点検が必要となった場

合には短期間での完了が求められますので、必

要な体制を構築して、市町村とも連携して対応

します。 

桝田委員 厚生労働省は令和６年秋頃までに健

康保険証とマイナンバーカードのひも付けを進

めていく予定ですが、この間も同姓同名の方に

間違えて送金したりなどのいろんな事例がある

ので、今後国と連携をして様子を見ながら、こ

ういうトラブルが起きないように、マイナンバ

ーカードを慌てて作った方もたくさんいるので、

ぜひともよろしくお願いします。 

岡野委員 予算概要１７２ページ、自殺予防対

策強化事業費についてお伺いします。 

 コロナ禍により引き籠もりがちになったり、

職を失うなど自殺対策が必要と言われて久しい

ですが、コロナが５類移行した今日でもそうし

た悪影響はすぐに改善されるものではないと考

えます。引き続き油断せずに対策をする必要が

あると考える中、令和元年から令和４年にかけ

てコロナ禍における自殺者数はどのような傾向

にあるのかと、この事業の中にある新型コロナ

ウイルス感染症セーフティネット強化で行われ

ているチャット相談がどのように行われて、ど

のような方が利用しているのか。また、ちょう

ど夏休みに入って大学生等の若者が、長期休み

の後はちょっと学校に来なくなったり、そうい

ったいろんなことを聞くので、その広報をどの

ように行っているか伺います。 

柳井障害福祉課長 まず、コロナ禍における自

殺者数ですけれども、令和４年の警察庁統計で

１８６人であり、コロナ禍前の令和元年から横

ばいで推移をしています。男女別では、男性が

１２６人と７割を占め、６０歳以上が増加傾向

にあります。女性は６０人と約３割で、２０代

や４０代の若い世代で自殺者が増加しています。

自殺の原因や動機としては、健康問題、家庭問

題、経済問題等多岐にわたっています。 

 次にチャット相談については、大分県こころ

の相談という名称で、若年層が利用するＳＮＳ

を活用し、公認心理師等が相談に応じています。

昨年度の利用者４５人のうち８割が４０代以下

の女性で、コロナ禍で今後の進路に悩んでいる、

母親との関係で悩んでいるといった相談に対応

しています。 

 広報は、県のホームページに掲載するほか、

県民向けの講演会や、学校、企業等への出前講

座でリーフレットや周知用カードを配布する等

により行っています。 

岡野委員 ありがとうございます。とにかくい

ろんなところに相談できる体制づくり、身近に

相談できる人がいると思ってもらえる環境づく

りが重要だと思うので、引き続きよろしくお願

いします。 

吉村（哲）委員 予算概要の１３８ページ、子

どもの居場所づくり推進事業費について、さき

ほど大友委員からもありましたが、よろしくお

願いします。 

 まず、新たな居場所づくりによる要支援児童

への支援強化という部分ですが、児童育成支援

拠点の設置がほかに検討されている場所があれ

ば、教えていただければと思います。 

 もう１点は、子ども食堂との違いや役割分担
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等を県がどのように考えているのかを伺えれば

と思います。 

 それから、委員長、通告していませんが、１

点だけ要望よろしいですか。 

太田副委員長 はい、どうぞ。 

吉村（哲）委員 ありがとうございます。予算

概要の２６ページで、さきほどもあった社会福

祉施設等物価高騰対策緊急支援事業費について

ですが、委託先の話もありましたが、その委託

先が申込み等の対応をされると思います。制度

の理解度の点で多少気になる部分があったので、

担当者がしっかり制度を理解してきちっと事業

者に説明できるように、制度を簡素化する話も

あったので、加えてこれは要望しておきたいと

思います。ぜひよろしくお願いします。 

隅田こども・家庭支援課長 新たな居場所づく

りによる要支援児童への支援強化について２点

質問をいただきました。 

 今年度については、さきほど説明したように

杵築市のＮＰＯ法人の取組に助成をすることに

しています。また、今後については、本事業の

実施にあたり市町村の理解と支援が不可欠です

ので、県としては杵築市の事業をモデルに、市

町村担当職員を対象にした視察研修等を通じて

後押しし、他の市町村にも児童育成支援拠点の

設置検討を促していきたいと考えています。 

 続いて、子ども食堂との違いについてですが、

新たな居場所としての児童育成支援拠点は、令

和６年４月施行の改正児童福祉法に新たに位置

付けられた事業の拠点となるものです。さきほ

ども少し説明をしましたが、親の病気やネグレ

クトなど困難な養育環境の課題を抱える児童等

に対して、居場所や食事の提供だけではなく、

生活習慣の形成や様々な体験活動等、子ども食

堂では提供が難しい支援も包括的に提供し、子

どもの自己肯定感の向上や社会適応力の獲得を

目指すものとなっています。 

吉村（哲）委員 ありがとうございました。ま

た今後拡充というか、県が中心になって進めて

いく政策だと思いますので、役割分担も含めて、

一つ一つ明確にしながら進めていただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

阿部（長）委員 予算概要の１０１ページ、介

護現場革新推進事業費についてお伺いします。 

 介護現場においては恒常的に人員が不足をし

ている現状であり、そういう中で介護職員の離

職率が非常に高い状況であります。介護職員の

離職理由に多く挙げられているのが、身体的精

神的な負担があるという点です。代表質問にお

いて工藤部長から、令和７年までに全ての特別

養護老人ホームや介護老人保健施設に、介護ロ

ボット等の導入を目指すという高い目標を掲げ

て挑戦する旨の答弁がありました。 

 そういう中で、介護ＤＸアドバイザーを１人

から２人に増やしたとのことですが、この介護

ＤＸアドバイザーは具体的にどのような役割を

担っているのか、また体制を増やすことでどの

ような効果が見込めるのかをお伺いします。 

 そして、介護ロボットの導入経費に際しても

助成いただいています。しかし、施設によって

は二の足を踏んでいる事業所もあると伺ってい

ますが、これが進まない理由や課題はどういう

ものなのかお伺いします。 

 それともう１点、導入した事業所の効果の検

証についてはどのような形で行っているのか、

以上３点お伺いします。よろしくお願いします。 

渡邉高齢者福祉課長 介護ＤＸアドバイザーは、

事業所における業務課題の抽出、効果的な機器

の選定、導入効果の検証など、各事業所に寄り

添った伴走型の支援を実施しています。昨年度

は計１１施設に対し、延べ２００回以上の支援

を実施しました。 

 こうした中、今年度からアドバイザー２人体

制としたことで、各事業所ごとに担当を決めて

業務の切り分けを行うことで、よりきめ細かな

対応が可能となっています。また、昨年度要望

の多かった導入補助についても、対前年比１．

５倍の予算を計上していることから、さらなる

導入促進につなげることができると考えていま

す。 

 導入効果についてですが、例えば、見守りセ

ンサーを導入した事業所では夜間巡回回数が３

５％減少、また、転倒や転落の件数が３４％減

少といった効果が既に見られており、支援を行
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った事業所からの評価が高い状況です。こうし

た有効性を踏まえ、多くの事業所で早期に導入

が図られるよう取り組みたいと思っています。 

阿部（長）委員 ありがとうございます。私も

介護福祉施設の関係者の一人として大変この事

業はありがたく思っているし、実際にうちの施

設にも導入させていただいています。 

 そこで、うちの施設で一番最初に課題になっ

たのがＷｉ－Ｆｉの設備がなかったことです。

そこに、全館Ｗｉ－Ｆｉの設備を導入するため

の補助金をいただいたようですし、今言われた

センサーマットを付けることで夜勤帯の人間を

一人減らすことができたと聞いています。大変

助かっており、導入を進める上で補助金をまた

今年度増やしているようですから、これが大分

県の全施設に広がっていって、介護現場の人員

不足を少しでも助ける一つのツールになればと

思っているので、ぜひ進めていただきたいと要

望して終わりにします。 

二ノ宮委員 ７６ページの感染症予防対策事業

費、７８ページの新型コロナウイルス感染症対

策事業費の二つは関連があるので、あわせてお

聞きします。 

 まず、新型コロナウイルス感染症については

さきほどからいろんな質問がありました。先般、

尾身会長からコロナ感染の第９波が始まったと

の報道を見て、大変驚いています。最近、数字

がなかなか表に出てこないので、現状がよく分

かりません。そこで、コロナの最新の感染動向

と今後の収束の見通しについてお伺いします。  

また、先日の代表質問で佐藤知事が新たな感

染症への備えとして予防計画の策定に触れてい

ましたが、病床、物資、それから人材の数値目

標と、数値目標を定める対象をどのように考え

ているのか、さらに病床の目標数とその根拠に

ついてもお伺いします。 

 先日の新聞に子どもの夏風邪が猛威を振るっ

ていると出ていました。日頃は余り聞きません

が、ヘルパンギーナやＲＳウイルスなどのウイ

ルス感染症が新型コロナとあいまって、小児科

が大変だとの記事が出ていました。特にＲＳウ

イルスは、１定点医療機関当たりの患者数にお

いて大分県が全国１位とのことで、これも心配

しています。そこで、これらの感染症について

も最新の感染動向、県内の医療機関の現状、そ

して今後の収束の見通しについてお伺いします。 

池邉感染症対策課長 前半は新型コロナウイル

スについて、後半はＲＳウイルス等の感染症の

質問がありましたので、一括してお答えします。 

 新型コロナウイルス感染症については、５月

８日の５類移行後は緩やかな増加傾向でしたが、

直近が先々週の７月１０日から１６日にかけて

の２８週なのですが、その１定点当たりの患者

数が１６．４７人と、緩やかな増加傾向から増

加傾向、明らかな増加と少しずつ伸び率が大き

くなっていて、感染拡大傾向にあると判断して

います。 

 また、同様に委員が心配されている小児科で

すが、ＲＳウイルス感染症は全国１位になった

１０人を超えたときから少し減ってきています

が、１定点当たりで先々週の２８週が８．２８

人とまだ高い状態が続いているし、同様に口の

中にぶつぶつができるヘルパンギーナも４．５

６人となっています。この二つの患者数はいず

れも少し下がってきていますが、依然として高

い傾向が続いています。その影響で医療機関の

状況については、県内でも地域差はありますが、

特に大分市の小児科では外来診療がとても混雑

して待ち時間が長くなっているという話が耳に

入ってきています。 

 今後の収束の見通しについては、実際感染症

の収束を見通す、予測をするのはとても難しく

て、ＲＳウイルスとヘルパンギーナは今後時間

はかかりますが、少しずつ減っていくのではな

いかと思っています。コロナの状況については、

例年夏に感染が拡大していますので、今後もま

だ拡大傾向があるのかは不透明な状況です。 

 また、御質問にはありませんが、インフルエ

ンザも再度感染者が増えている状況なので、見

通しは分かりませんが、今後も県としては感染

動向をしっかりと把握して、適宜適切にプレス

リリースとか記者会見等を通じてしっかりとお

伝えをして、注意喚起を適切に行っていきたい

と考えています。 
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 続いて、予防計画の改定の数値目標について

の質問にお答えします。 

予防計画は、コロナを踏まえて次に新興感染

症が起きたときの計画を立てるものですが、病

床とか外来患者さらには自宅療養者の医療提供

体制、そして医療体制だけではなくて、医療を

しっかりやるための個人防護具等の備蓄、そし

て検査件数について目標を定めるとされている

ので、県としても数値目標を定めていく予定に

しています。特に病床の目標数については、さ

きほども説明しましたが、新型コロナのときの

対応を念頭に置いて、ただ今後新たに感染症が

起きたときにどう対応していただくかを医療機

関を対象にアンケートを行う予定にしています。

そのアンケート結果を参考にしつつ、この予防

計画の改定に向けて感染症対策連携協議会を設

置したので、その連携協議会の中で議論いただ

きながら、新たな目標設定に向けて取り組んで

いく予定にしています。 

二ノ宮委員 ありがとうございました。よく分

かりました。１点だけ再質問します。コロナが

５類に移行したことでインフルエンザと同じよ

うな取扱いになると思うんですけど、これで感

染拡大した場合に、例えばマスクの着用とか密

を避けるとか、今までそういうことをお願いし

ていましたが、同じようなことになるのか。も

し同じようなことになるとすれば、どういう時

点でお願いしていくのか、もし分かれば聞かせ

てください。 

池邉感染症対策課長 ５月８日までのような行

動制限は今後できませんけれども、場面に応じ

たマスクの着用は、先日も記者会見でお願いを

しました。換気の徹底であるとか咳エチケット、

そして人と距離が近いときにはマスクの着用を

お願いするようなことは適宜説明をしていきま

す。強い行動制限はかけられませんが、基本的

な感染対策の方針が変わるわけではないので、

協力を得ることを丁寧に説明して、少しでも感

染拡大しないように広報していきたいと考えて

います。 

玉田委員 私から、予算概要書１１９ページの

おおいた子育て応援スクラム事業費について質

問します。 

まず、小学校１年生の壁の解消の一つとして

支援員の確保が重要であるという視点から、具

体的な事業の内容、講座の回数、どこでやるの

か、どのくらいの方を見込んでいるのかをお伺

いします。それから、事業概要を見る限りでは、

次に支援員になっていただくステップがもう一

つ必要なのかなという思いがしたので、そこに

つなげていくにはどういうことを考えているの

かお伺いします。 

 ２点目が、予算概要書１２３ページの妊産婦

健診等支援事業費についてです。さきほど堤委

員が少し触れましたが、この事業はとても大事

な事業だと思いますが、対象者をどう認定して

いくのかなという思いもあるので、事業の内容、

それから市町村との連携についてどういう流れ

になっていくのかお伺いします。 

今井こども未来課長 私から２点についてお答

えします。 

 まず、子育て応援活動人材育成事業ですが、

県では令和２年度からＮＰＯ法人や地域の子育

て支援拠点、放課後児童クラブなどの現場を担

う方を対象として、子育て応援リーダー養成講

座を開催しており、昨年度までに６２人に受講

していただいています。受講者の中には、子育

て世帯に向けて防災の知識等を発信するそなえ

ちょこっと！プロジェクトという活動を開始し

た方もいて、少しずつではありますが成果は上

がってきていると考えています。今年度さらに、

子育ての支援に意欲はあるけれども活動する一

歩を踏み出せない方を対象として、そういった

方に協力いただくきっかけづくりの講座を開催

する予定にしています。大分市内での開催を予

定していますが、大分市外の方にも参加いただ

くためにオンラインの併用も検討しています。

開催回数ですが、リーダー講座が連続講座で３

回、きっかけづくり講座は２回で、それぞれ２

０人、計６０人の参加を予定しています。 

 それから、この活動をどのように次につなげ

ていくかについてです。今年度から実施するき

っかけづくり講座については、子育て家庭の現

状、各種子育て支援活動の紹介、それから、そ
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こで得られる報酬やボランティア保険など、そ

ういった活動をしていく上で必要な知識を理解

していただく内容にしています。委員御指摘の

とおり、受講で終わるのではなくて、それをい

かに次につなげていくかが重要なので、講座終

了後にリーダー養成研修の受講者とか子育て支

援活動をしている関係者との意見交換会を実施

する予定にしています。その中で、活動を通じ

て感じる楽しさとか喜び、やりがい等を共有し

ていきたいと考えています。本事業を通じて、

子育て支援の担い手となる活動をしていただけ

る方が一人でも多くなるように取り組んでいき

ます。 

 それから妊産婦検診等支援事業費の内容につ

いてです。さきほどの答弁と重複する点もあり

ますが、本事業は最寄りの医療機関から２０キ

ロメートル以上という距離要件を設けて、要件

を満たす妊産婦を支援する市町村に対して助成

するものです。妊産婦への支給方法とか支給時

期等については、県で統一せずに市町村のやり

方でできるよう、柔軟な制度となるように検討

しています。この制度を活用する場合、該当す

る地域にお住まいの妊産婦には昨年から始まっ

た保健師による伴走型の面談や相談支援の機会

もあるので、そういう機会を利用して、制度の

周知や申請、回数の確認等を行っていくことに

しています。それから、総合周産期母子医療セ

ンター等で出産する場合、妊娠途中で該当にな

る方もいるので、そういう方を想定して市町村

には事前に周知をお願いする予定です。 

 市町村との連携についてです。近隣に産婦人

科医療機関のない市町村とは事前に協議をして

おり、その中で市町村の担当者からは出産に備

えて宿泊したり、家族がいないときはタクシー

を活用する事例があると聞いています。そうい

ったこともあり、今回タクシーや宿泊利用につ

いて支援に盛り込んだところです。事業執行に

あたっても市町村との連携は不可欠だと考えて

おり、今年度から事業実施を検討いただいてい

る竹田市や豊後大野市とは既に協議を行ってお

り、様々な要望をいただいているので、できる

だけ事業に反映できるように検討していきます。 

玉田委員 ありがとうございます。まず支援員

の確保についてですが、令和２年３月に放課後

児童クラブ運営主体強化研究会報告書が出され

ていて、その中に放課後児童クラブの運営上の

課題を関係者がまとめたところがあるんですが、

読むとやっぱり気になるのが、支援員の常勤化

を行政でサポートしてほしいという声が出てい

ることです。支援員の確保という面では常勤化

は重要なことだと思うのですが、ここ数年常勤

化の傾向が増えているのかを、今の段階で手元

に資料があれば教えていただきたいのが１点目

です。 

 それから、妊産婦検診等支援事業費について

ですが、豊後大野市や竹田市などの分娩施設を

持たない市町村以外のところでも、一番近い施

設までの距離が２０キロメートル以上であれば

該当になるのでしょうか。 

今井こども未来課長 放課後児童クラブの支援

員については、常勤の方と常勤ではない方がい

ます。ちょっと今増えているかどうかは手元に

数字はありませんけれども、感覚からすると増

えていると感じています。 

 それから、妊産婦の支援事業で竹田市とか豊

後大野市以外の市町村が該当になるのかについ

てですが、市町村によっては２０キロメートル

以上ある地域もあるので、そういう地域は該当

すると考えています。 

 それから、総合周産期母子医療センターまで

の距離はほとんどの市町村が２０キロメートル

以上なので該当すると考えていますが、例えば

別府市とか大分市は市内に医療機関があるので、

そういう地域ではなかなか該当しないのかなと

感じています。 

木田委員 予算概要９５ページの地域介護予防

活動推進事業費、１０７ページの介護予防推進

事業費についてですが、令和２年度に健康寿命

の調査で大分県は男性１位、女性４位というこ

とで大変躍進していますが、その原動力の一つ

となった高齢者の通いの場について、大分県は

非常に利用割合が高いと伺っています。今後も

しっかりと支援して、充実するように進めても

らいたいと思いますが、この大分県の通いの場
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の特徴は何であるかと、現状の課題と今後さら

に利用拡大をするための方策についてどのよう

に考えているかを伺います。 

渡邉高齢者福祉課長 大分県は通いの場の参加

率が９年連続日本一となっています。令和３年

度の県下の通いの場は２，８７７か所、参加率

は１４．７％となっていますが、まだ１５％程

度なので、伸び代が十分にあると考えています。 

 大分県の取組の特徴ですが、県独自にリハビ

リテーション専門職などと連携して高齢者の筋

力向上を図るめじろん元気アップ体操、それか

ら、運動、栄養、口の健康なども推進する介護

予防活動支援マニュアルなどを作成して地域に

普及させてきたこと、またコロナ感染拡大に伴

い、オンライン通いの場の立ち上げの支援を行

ってきたことなどが挙げられます。 

 こうした中で、コロナ禍で活動量が低下した

高齢者の心身機能の改善、また、休止した通い

の場の再開が現在の課題となっています。この

ため、今年度地域で通いの場を運営する住民リ

ーダーを対象にした研修の実施やオンライン開

催の自主運営に向けたサポーター養成などを行

い、通いの場のさらなる充実、拡大を図りたい

と考えています。 

木田委員 ありがとうございます。まだまだ伸

び代もあり、リーダー研修等にも取り組んでい

るということですが、地域包括ケアシステムの

深化が今議会で一つのテーマになっています。

地域コミュニティの再生と言うか、介護、健康

予防、健康対策について、しっかりと組織化す

る取組が必要だと思うんですね。 

 これまでに大分県内でも、地域福祉コミュニ

ティを大変頑張っている地域があります。阿部

健康づくり支援課長に紹介いただいて、高知県

仁淀川町に佐賀関の団体が視察に行って、住民

主体で熱心にやっているフレイル予防対策を佐

賀関に持ち帰ったので、今度は県内にどう広め

るかが次の課題だと思います。国東市や豊後大

野市などいろんなところに広めようと佐賀関の

団体も取り組んでいます。市町村ももちろんで

すが社会福祉協議会も、一人が何校区も掛け持

ちでやるとか、職員も大変だなと思います。こ

れから地域福祉コミュニティとか包括ケアの横

展開を考えられたときには、県としてそこをど

う考えるかを伺いたいと思います。 

渡邉高齢者福祉課長 今委員が言われた佐賀関、

あるいは豊後大野市、国東市などでは、地域の

支え合い活動が活発に行われるようになってい

ます。そうした取組をぜひ各市町村で横展開で

きるように、県としてもいろんな形で研修を行

っていきたいと思っています。 

 また、県内にこうした支え合いをしていく生

活支援コーディネーターを市町村が８６人配置

しているので、そうした方と一緒になって、県

としても支え合いの輪づくりの横展開を広げて

いきたいと考えています。 

木田委員 さきほど言ったとおり、社会福祉協

議会の職員は結構大変なんです。主体は市町村

なのでしょうが、県も考えてもらわなくてはい

けないと思います。これを健康づくりで進めて

いくにも、社会福祉法人がやるのか、社会医療

法人──社会がついている法人は地域での役割

があるはずなので、そういったところもしっか

りと連携させて、県内に広めていくのかなと思

います。これから高齢化が進むわけですから、

その具体的なプランを考えていただきたいと思

うので、よろしくお願いします。 

原田委員 予算概要１６０ページのこころとか

らだの相談支援センター機能強化事業費の依存

症対策について質問します。 

 新型コロナの影響だと思いますが、アルコー

ルやギャンブル、ゲームなどの依存症の報道を

目にすることが増えています。また、特定複合

観光施設区域の整備の推進に関する法律により

統合型リゾートの一部としてカジノが認められ、

今年４月には大阪の整備計画が認められました。

それに伴って、やはりギャンブル依存症の増加

が懸念されています。 

 それで、県内のアルコールやギャンブル等の

依存症者の受療状況はどうなっており、どのよ

うな依存症対策を行っているのかをお聞かせく

ださい。 

柳井障害福祉課長 まず受療状況ですが、本県

のアルコール依存症患者は令和元年度１年間で
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入院４１８人、通院１，０４３人の計１，４６

１人となっています。ギャンブル等依存症の通

院患者は、令和元年度で２７人となっています。

入院患者数は数値が小さいため、非公表となっ

ています。 

 次に依存症対策についてですが、まず県では、

アルコールやギャンブル等の依存症相談拠点機

関として、こころとからだの相談支援センター

を指定しています。こころとからだの相談支援

センターでは、年間約２５０件の相談に応じる

とともに、医療や保健といった関係機関の職員

を対象に早期介入し、進行予防に関する研修会

等を開催しています。また、依存症からの回復

には断酒会などの自助グループの役割が大きい

ことから、その活動を支援しています。ギャン

ブル依存症対策では、その家族を対象に対応ス

キルを学ぶ研修会を開催していますが、令和４

年度の参加者は３５人とコロナ禍前の約１．５

倍となりました。コロナ禍の影響で依存症患者

の増加が懸念されるため、関係機関との連携に

より適切な指導、相談、社会復帰の支援につな

ぐ体制づくりを図ります。 

原田委員 思っていた以上にたくさんの方が治

療されていることにちょっと驚きました。私た

ち議員も様々な相談を受けることがあるんです

けど、私自身もギャンブル依存症の方からの相

談を受けたことがあります。御家族の方から相

談があったわけですけど、お金を持っていたら

それを全てギャンブルに使うという状況でした。

その中で、食べるものにも事欠くような状況の

方だったんですけど、御家族が来たことはやっ

ぱり大事なことだなと思いますね。その方と直

接話したら、依存症が病気だと感じていない様

子だったので、周囲の方からあなた一回治療に

行った方がいいよという声かけが必要ですし、

さらに治療が必要な際には、周りの方の支援が

絶対必要だろうなと思います。 

 今の答弁で、依存症患者の家族に対しての講

座を開いていることは大事なことだと思います

から、県としてこれからもぜひ頑張っていただ

きたいなと思います。 

守永委員 ３点ほど質問します。 

 まず、予算概要４８ページの看護職員確保総

合対策事業費ですけれども、この事業で認定看

護師等ＵＩＪターン就職支援事業費補助として

２１０万円計上されています。この積算根拠に

ついてお尋ねしたいんですが、どのような分野

の認定看護師を何人確保することを想定して積

み上げているのでしょうか。 

 ２点目が予算概要１３１ページのこども女性

相談支援センター運営費についてですが、昨年

度の当初予算よりも予算が若干少なくなってい

ます。令和４年４月に城崎分室が設置されて１

年が経過しましたが、運営状況を踏まえて十分

な予算が確保できているのかどうか。城崎分室

においては公用車が不足しているという話も聞

いたのですが、体制としてしっかり整備できて

いるのか教えてください。 

 ３点目が予算概要１６７ページの発達障がい

児地域支援体制整備事業費についてですが、子

どもの発達支援コンシェルジュの配置について、

マル新マークがついています。追加配置とあわ

せて取組内容に何らかの変化があるのかを教え

てください。コンシェルジュについては、確保

する上で資格等の要件があるのか、県として登

録制度など人材として把握できているのか、お

伺いしたいと思います。 

三好医療政策課長 私から、認定看護師等ＵＩ

Ｊターン就職支援事業費補助の積算根拠につい

てお答えします。 

 本事業は県内の医療提供体制の充実を図るた

め、県外から移住してきた認定看護師や専門看

護師、特定行為看護師等の専門資格を有する看

護職員を雇用し、引っ越し費用等を負担した医

療機関に対し助成するものです。 

 予算額２１０万円の積算については、２人以

上の世帯で移住する方は１世帯当たり５０万円

で３世帯分を、単身で移住する方は一人当たり

３０万円で２人分を計上しています。認定看護

師等の分野については、特に問わないこととし

ています。 

隅田こども・家庭支援課長 こども女性相談支

援センター運営費についての質問です。 

 センター運営費が昨年度よりも少ない要因は、
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会計年度任用職員２人分の人件費の減によるも

ので、城崎分室に非常勤職員と常勤職員をそれ

ぞれ１人増としており、実質的な人員減はあり

ません。また、児童相談所の運営費については、

このセンター運営費と別に児童相談所費があり

ます。これを合わせると予算の増となっていま

す。 

 また、公用車については、現場の運営状況を

踏まえて、中央児童相談所全体で７月に４台増

車、さらに１台を更新し、配備をしています。 

 引き続き各地方機関の声をしっかりと聞きな

がら、体制整備に必要な予算を確保していきま

す。 

柳井障害福祉課長 私からは、発達障がい児地

域支援体制整備事業費についてお答えします。 

 まず、発達支援コンシェルジュの取組内容は、

保護者や保育所等からの相談対応や児童に適し

た事業所の受入調整で変更はありません。 

 次に、コンシェルジュは社会福祉士や相談支

援専門員等の資格を持ち、発達障がい児への支

援について、おおむね１０年以上の経験や知識

を有する方にお願いをしています。資格等の要

件を満たす方の登録制度はありませんが、中核

的な療育支援施設である児童発達支援センター

の中から該当する方にお願いをしています。 

守永委員 ありがとうございます。一番最初の

認定看護師の確保については、他県から資格を

持った方を確保していくこととあわせて、認定

看護師そのものを養成していく取組もしている

と思います。どういうジャンルの認定看護師が

必要で、どういう体制をつくっていくのかとい

う目標や姿があると思いますが、それについて

簡単に話していただければと思います。 

 それと、こども女性相談支援センター運営費

の状況は分かりました。働く環境の良質な確保

についてぜひお願いしておきたいと思います。 

 またコンシェルジュについても、登録制度は

ないけれども特定の資格を有し１０年以上の経

験を持つ人に要請をかけているとのことですが、

発達障がい児そのものに対して、かかりつけ医

の養成などの取組をずっとしているので、コン

シェルジュとしてよりそばに寄り添った形の方

をどのように増やしていくかというのは大事な

ことだと思うので、さらに検討いただければと

思います。よろしくお願いします。 

三好医療政策課長 まず、認定看護師でどうい

った分野の人が不足しているかですが、高齢化

の進展に伴い、訪問看護や認知症といった部分

のニーズが高まってくることが一つあります。

また、新興感染症対策という面で感染管理の認

定看護師も必要になってくると思っています。 

 ただ、この補助制度においては、各医療機関

で必要な専門職は異なるので、特に分野を特定

することなく広く対象にしています。 

高橋委員 予算概要６０ページ、がん対策推進

事業費についてお伺いします。 

 がん検診の受診率の向上に向けた普及啓発は

大変重要であると思っています。ですが、依然

死因のトップであるがん治療機関の機能強化も

非常に重要なものだと思っています。そこで、

がん診療連携拠点病院の機能強化について、当

初予算で２千万円ほど計上されていますけれど

も、これはどんな経費に助成しているのかを１

点お聞きしたいと思います。また、がん診療連

携拠点病院は、県内のどこに今現在何施設ある

のかをお尋ねします。 

 あと１点、今月７月からがん検診キャンペー

ンを実施していますが、これまでの主に市町村

を中心とした受診率向上の取組から、県が中心

となってこういった取組を始めた狙いについて

教えていただければと思います。 

阿部健康づくり支援課長 ３点について質問を

いただきました。 

 まず、がん診療連携拠点病院の機能強化への

助成については、がん医療従事者への研修事業

や、がん相談支援センターにおける相談支援事

業のほか、在宅緩和ケアに係る地域連携事業な

どに要する経費を対象としています。 

 次に、がん診療連携拠点病院については、県

内６医療圏のうち中部地区に３か所、東部地区、

北部地区、西部地区にそれぞれ１か所の計６施

設があります。 

 それから、７月からのがん検診キャンペーン

の狙いについてですが、これまでも各市町村で
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独自に工夫を凝らして、受診率向上の取組を進

めてもらいましたが、今度国のがん検診の目標

値が５０％から６０％へ引き上げられたことも

あり、受診率の向上が課題となっています。そ

こで、県と市町村が一体となり、インセンティ

ブを付与したキャンペーンを実施することで県

民の受診行動を喚起し、新規の受診者の増加を

目指すことが狙いです。 

高橋委員 ありがとうございます。医療が進歩

したとはいえ、今もがんは死因のトップを占め

ています。ただ、私もがん治療を受ける中で、

日々その分野での医学の進歩は非常に目覚まし

いものがあると感じています。当然ながら、新

しいがんに対する治療をきちっと行える医療機

関とそこで働くスタッフの育成が本当に大事に

なってくると思っています。そういうがん診療

連携拠点病院の機能強化についても今後ますま

す充実していただきたいと思うし、なかなか簡

単に増やすことは難しい部分もあるとは思うけ

れども、そういう機能強化とあわせて施設の増

加にも今後力を尽くしていただければと思って

います。 

宮成委員 これまでの質疑の中で、妊産婦健診

等支援事業費については７市町３６０人を見込

んでいると答弁がありましたが、そもそも医師

の確保についてどのような状況になっているの

か。予算概要の４０ページ、医師偏在解消推進

事業費とおおいた地域医療支援システム構築事

業費に今回補正予算はないけれども、関連して

質疑を行いたいと思います。 

 大分県医師確保計画の令和２年度から令和５

年度までの４か年計画によれば、医師全体とし

ては、県下では南部医療圏と西部医療圏が少数

区域となっており、竹田市と豊後大野市を含む

豊肥医療圏は多数でも少数でもない区域となっ

ています。しかし、この両市は二次医療圏にお

いて出産できる産科医がいない状況になってい

ます。また、医師確保計画では産科医について、

集約化等により地域偏在の解消は図らないとし

ています。 

 そこで質問です。子育て支援を国策として推

進している中、産科医の確保が非常に重要な視

点だと思うけれども、今後どのように産科医療

体制を確保していくのかをお伺いします。 

三好医療政策課長 産科医の確保についてお答

えします。 

 県では、自治医科大学と大分大学医学部地域

枠の卒業生を中心に産科医など地域医療を担う

医師を養成しています。加えて、県内で産科等

の後期研修を受ける際の研修資金の貸与や国内

外への留学研修の支援など、産科医の確保と県

内定着を図っています。また、大分大学と連携

して、地域の中核病院に派遣される若手産科医

等を支援する体制も構築しています。引き続き

大分大学や関係機関と連携しながら、産科医確

保に努めます。 

宮成委員 ありがとうございます。御案内のと

おり、国は本年４月からこども家庭庁を発足さ

せており、国策として子育て支援策に乗り出し

ています。そして、そのような中で出産一時金

を４２万円から５０万円に増額して、また、さ

きほどあえて二次医療圏と申し上げましたが、

国では出産費用を医療保険として給付すること

も検討されているようです。負担と給付の観点

からも、今後産科医確保や出産できない地域の

解消について、地域の要請が強まってくるので

はないかと思っています。この先、医療の２０

２４年問題や時間外労働の話もあるけれども、

非常に難しい状況であることは承知しています

が、医師確保計画の見直しにあたっては、この

点を含めて検討をお願いしたいと思っています。 

森委員 予算概要１６７ページの発達障がい児

地域支援体制整備事業費について伺います。さ

きほどの守永委員と重複する点については、違

う視点から質問します。 

 発達障がいに関する認知度の向上が大きい要

因ではありますが、発達障がいと診断される子

どもの数がこの１０年で１０倍以上に増加して

いると言われています。また、保護者の８割は

診断がつくより前に違和感に気付いており、対

処法が分からず、一人で悩んでいることも多く

あるようです。このようなことから、子どもや

その保護者に対する支援体制の強化が今後も必

要であると考えます。 



- 20 - 

 まず、１点目です。発達障がい児の発見につ

いては法定である１歳６か月、３歳だけでなく、

５歳児健診においてもスクリーニングを行って

いると聞いていますけれども、現在の実施状況

について伺います。 

 子どもの発達支援コンシェルジュについては

さきほど回答があったので、私からは、この発

達支援コンシェルジュの中で、技術的な部分や

支援の具体的な部分を担う作業療法士や理学療

法士の役割があるのかを伺います。 

 ３点目、近年は大人の発達障がいもクローズ

アップされていますけど、これに関して県とし

てどのように対応しているのかを伺います。 

柳井障害福祉課長 まず、スクリーニングの実

施状況ですが、大分市と別府市を除く１６市町

村では、５歳児健診の際に保護者への聞き取り

や専門医の診察等によりスクリーニングを実施

しています。大分市と別府市ではこれに代わる

ものとして、法定健診の結果、発達の遅れが疑

われる児童を対象に就学前に巡回療育相談会等

を開催し、スクリーニングを実施しています。 

 次に、大人の発達障がいに対する対応ですが、

ライフステージを通じて一貫した支援を行って

いる大分県発達障がい者支援センターＥＣＯＡ

Ｌ（イコール）が相談支援や就労支援を実施し

ており、令和４年度は７６人の就労を支援しま

した。大人向けの対応や就労に関する相談窓口

をまとめたリーフレットも作成し、普及啓発を

実施しています。また、こころとからだの相談

支援センターでは、家族向けに就労や支援機関

の役割を学ぶ教室を実施しています。 

 引き続き、５歳児健診への医師派遣などを通

じて、発達障がい児の早期発見、早期支援等に

取り組みます。 

森委員 ありがとうございます。さきほども少

し話しましたが、発達障がいのある方が日々の

生きづらさを軽減していくためには、生活上の

不適応をどうすれば減らせるかという具体的な

部分が大事になってくると思います。それに関

して、作業療法士や理学療法士の技術が大事だ

と思いますけれども、それらの専門職の関わり

について教えてください。 

柳井障害福祉課長 発達障がい児に関わるあら

ゆる職種の方が集まる地域別の研修会を開催し

ており、その中でいろんな情報共有を図って、

それぞれの職種や役割に応じた支援について体

制の整備を行っています。 

森委員 発達障がい児や大人でも障がいを持っ

ている方においては、具体的な現場レベルでの

生活上の困り事を解決する内容が重要だと思う

ので、事業の中でも今後検討していただきたい

と思います。 

福崎委員 私からは２点ですね。 

 予算概要１００ページの豊の国敬老事業費に

ついて、敬老祝い品の贈呈の対象者はどのよう

な方で何人ぐらいを考えているのかをまず伺い

ます。 

 それから、予算概要１７２ページの自殺予防

対策強化事業費について、この事業に入るのか

分かりませんが、いのちの電話という事業があ

ります。いのちの電話については、私の知り合

いも過去に長期間相談員をして、自殺予防や心

のケアなどに大変大きな役割を果たされてきた

と思いますが、現状でこの事業と県が関係して

いるなら、今後どのように考えているのかを伺

います。それから、いのちの電話事業に係る経

費はどこに計上されて、予算的にはどのような

ものがあるのかを教えていただきたいと思いま

す。 

渡邉高齢者福祉課長 豊の国敬老事業費につい

てお答えします。 

 この事業は、人生１００年時代づくり・地域

創生ソフト事業交付金を活用して行っており、

敬老祝い品の贈呈対象者は、県内の１００歳以

上の長寿者で知事が訪問する方１名となってい

ます。 

柳井障害福祉課長 私からは、いのちの電話に

ついてお答えします。 

 社会福祉法人大分いのちの電話は、県内で唯

一２４時間３６５日、生きる上での不安や悩み、

心配事に関する電話相談を行っている法人です。

相談員は完全ボランティアで、約１年半の研修

を経て相談員となります。令和４年度は９，２

４２件の相談に対応しています。保健所、ここ
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ろとからだの相談支援センターでの相談とあわ

せ、自殺防止対策の一翼を担っていただいてい

ます。 

 次に予算についてですが、予算概要の１７２

ページ、自殺予防対策強化事業費の上から二つ

目の二重マル、自殺予防に携わる人材の養成２

０７万４千円の中に、いのちの電話の相談員を

養成する事業への補助金を計上しています。補

助金額は令和２年度までは１００万円でしたが、

令和３年度からは１５０万円と増額し、相談員

の確保を支援しています。 

 また、次の二重マル、自殺予防のための普及

啓発３６１万５千円の中に、社会福祉法人大分

いのちの電話への委託料１５０万円を計上し、

自殺対策講演会を開催することとしています。 

 さらに昨年度は老朽化して手狭となっていた

事務所の移転を支援し、また今年度は相談員の

無料駐車場を確保するなど、側面的な活動支援

も行っています。今後もいのちの電話の取組が

安定的に継続できるよう支援します。 

福崎委員 ありがとうございます。相談員の人

材確保が大変重要だと思います。経験のある方、

それから悩み相談にしっかりと対応できる方の

確保が必要かと思うので、そこら辺も十分対応

をお願いしたいと思っています。 

太田副委員長 さきほど玉田委員の追加質問に

対し、こども未来課長に答弁漏れがあったので、

答弁させます。 

今井こども未来課長 さきほど玉田委員から質

問があった放課後児童クラブの支援員の常勤者

の数ですが、コロナ禍前の令和元年度は６０１

人で、令和４年度は６２８人と増えています。

ただ、全体としてのニーズも増えており、常勤

者の割合としては横ばいなので、その辺は課題

としてこれから取り組んでいきたいと考えてい

ます。 

太田副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

しました。 

 ほかに質疑のある方は、挙手をお願いします。 

戸高委員 １点だけ質問します。 

 予算概要１７４ページのてんかん医療・地域

連携体制整備事業費です。平成２７年に国でこ

の仕組みが出来上がって、国公立病院を中心に

全国で三次医療圏を目指して、最終的には都道

府県に一つとなり、当初私が取り上げた平成２

８年には九州にはまだありませんでした。 

 診療科が多数にまたがるがゆえに、こういっ

た連携をしっかりやることはすごく大事だと思

うし、大分県はこれまでてんかん支援ネットワ

ークを組んでずっとやっていました。今回、て

んかん支援拠点病院の指定をすることによって、

どういう違いを生んでいくのかをお聞きしたい

と思います。 

 それと、医師が異動したことによって県内で

指定の病院が替わる──例えば、神奈川県は聖

マリアンナ医科大学病院に替わった事例があり

ました。診療科がまたがるがゆえに、複数の医

師を常時継続してその拠点病院に配置しないと

いけないこともちょっと疑問に思うし、そうし

た場合に、全国の拠点病院のネットワークがす

ごく大事になってくると思います。そこを今ま

でどういうふうに行ってきたのかと、今回支援

コーディネーターの配置は、令和２年度に始ま

ったてんかん全国支援センターの認定制度の研

修を受けた支援員と同じなのかをお聞きしたい

と思います。 

柳井障害福祉課長 まず、今回の拠点病院の指

定でどのように変わるかですが、一次的なかか

りつけ医をしていただく医療機関、そして、二

次的に診断と薬剤調整をお願いする医療機関、

そして、今回指定をする拠点病院において、入

院や外科的な治療ができる医療機関ということ

で、医療機関の役割について明確化を図り、ま

たそういったことを県民に分かりやすく伝えて

いきたいと考えています。 

 ２点目の常時要件を満たす医師が拠点病院で

確保されるのかですが、今回指定にあたり、指

定予定となっている病院とこういった医師の確

保については協議をしており、現在のところは

確保可能ということで調整がついて、今現在手

続を内々に進めています。 

 そして、３点目の全国の拠点病院のネットワ

ークとの連携についてですが、今回の事業を推

進して拠点病院が指定できると、この拠点病院
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が全国のネットワークの中でいろんな情報や知

見を持って帰ることで、県内のてんかん医療の

レベルアップに貢献していただけるものと期待

をしています。 

 最後に、支援コーディネーターの研修につい

てですが、まだ国の研修を受けた方を支援コー

ディネーターとして指定できるわけではないの

で、今回の事業の執行とあわせて支援コーディ

ネーターをお願いすることになった方について

は、早急に必要な研修について受講していただ

く予定にしています。 

戸高委員 一言だけ。医師確保の件ですが、特

に外科手術が可能になるということで、今まで

大分県内でできなかったことが過去にありまし

た。例えば、沖縄赤十字病院などを参考にすれ

ば、医師がいないときに月で手術の日を指定し

て決めておけば、この連携拠点病院の機能は維

持できます。また、全国のネットワークのつな

がりを持っておけば、しっかりと拠点診療の体

制を整えられるので、ぜひお願いしたいと思い

ます。 

太田副委員長 ほかに質疑はありませんか。 
〔「なし」と言う者あり〕 

太田副委員長 ほかに質疑もないので、これを

もって福祉保健部関係予算に対する質疑を終わ

ります。 

 暫時、休憩します。 

午後１２時０７分休憩 
          ――――――――――― 

午後 １時００分再開 
井上委員長 休憩前に引き続き、委員会を開き

ます。 
 これより生活環境部関係予算の審査に入りま

すが、説明は主要な事業及び新規事業に限り、

簡潔かつ明瞭にお願いします。 
 それでは、生活環境部関係予算について執行

部の説明を求めます。 

高橋生活環境部長 第５３号議案令和５年度大

分県一般会計補正予算（第１号）のうち、生活

環境部に関する予算について説明します。 
なお、タブレットを御覧の際は、画面右下に

青い通知が出たら、タッチすることで該当ペー

ジに移動できるので、よろしくお願いします。 
 では、お手元の令和５年度生活環境部予算概

要の７ページをお願いします。令和５年度生活

環境部補正予算の概要です。予算のポイントと

して、基本方針を中心に補正予算での取組を説

明します。 
まず、安心元気のうち安心分野についてです。

頻発・激甚化する自然災害に対応するため、市

町村や関係機関と連携しながら、さらなる地域

防災力の強化を図ります。また、健全な食生活

の実現のために学校や地域と連携した食育の推

進、魅力ある食文化の保全・継承に取り組むほ

か、本県の豊かな天然自然を守りながら、多様

な地域資源の活用を図ります。 
 続いて、安心元気のうち元気分野についてで

す。男女が共に責任を分かち合い、その個性と

能力を十分に発揮できる社会の実現を図るため、

経済団体等と連携しながら女性が働きやすい環

境づくりを推進します。 
 最後に未来創造分野についてです。２０５０

年カーボンニュートラルの実現に向けた緩和策

や気候変動の影響に対する適応策を推進すると

ともに、総合的なプラスチックごみ対策を展開

することで、持続可能な社会の構築を目指しま

す。また、県内に就職する人材を確保するため、

専修学校における取組を支援します。 
 続いて８ページの令和５年度生活環境部予算

です。 
今回お願いしている生活環境部の７月補正予

算額は、表の左から２列目予算額（Ａ）欄の中

段１億８，９７５万６千円です。これに上段の

既決予算額１２７億４，５２７万５千円を加え

た総額は、下段の生活環境部の計にあるとおり

１２９億３，５０３万１千円です。これを同じ

行の右から３列目、４年度当初予算額（Ｂ）と

比較すると３億６，０３１万７千円、率にして

２．９％の増となります。 
続いて、当部の個別事業の概要について説明

します。２２ページをお願いします。事業名欄

の一番上、市町村避難所ＤＸ等推進事業費、予

算額は４６７万２千円です。 
 この事業は、県内の避難所運営における大き
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な課題となっているマンパワー不足に対応する

ため、各市町村における避難所運営の効率化を

図るものです。今年度は先進的な技術を取り入

れた避難所運営モデル訓練や市町村との連携強

化のための検討会議を実施します。 
３１ページをお願いします。事業名欄一つ目、 

祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク推進事業費 

２００万円の増額です。 
この事業は、祖母・傾・大崩ユネスコエコパ

ーク地域の環境保全及び自然と共生した地域振

興を図るため、宮崎県や関係市町と連携し、魅

力発信等を行うものです。持続可能な利用と保

全の仕組みを構築するため、有名登山家による

ガイド登山と、地域の自然環境に合った工法に

よる登山道整備を組み合わせたツアーを実施し、

民間事業者でも実現が可能かどうかを検証しま

す。 
３４ページをお願いします。事業名欄一つ目、 

地域気候変動対策推進事業費５５８万円の増額

です。 

 この事業は、２０５０年カーボンニュートラ

ルを実現するため、Ｊ―クレジット制度の活用

促進を目的とした金融機関向けセミナーの開催

など、温暖化を緩和する取組を強化するととも

に、気候変動による各種影響への適応策につい

ての啓発動画を作成し、周知を図るものです。 
次に事業名欄上から二つ目、地域再生可能エ

ネルギー導入推進事業費、予算額は４，３６０

万円です。 
 この事業は、公共用施設への太陽光発電設備

設置や高効率給湯設備等を導入する一般家庭、

事業者への助成により、県内における再生可能

エネルギーの導入促進を図るものです。  
次に事業名欄上から三つ目、おおいたグリー

ン事業者認証推進事業費、予算額は２，４４４

万９千円です。 

 この事業は、県内事業者の事業活動における

環境負荷を低減するため、脱炭素・プラスチッ

ク削減に取り組む事業者を認証し、効果的な取

組を支援するものです。 
 ３６ページをお願いします。事業名欄上から

二つ目、生物多様性保全推進事業費５７２万３

千円の増額です。 
 この事業は、豊かな自然や生態系を次世代に

引き継ぐため、希少野生動植物の保護や特定外

来生物の防除等を推進するものです。昨年度、

特定外来生物であるクリハラリスが別府市で新

たに確認されたことから、生息状況を調査し、

農業被害や他地域への拡大を防止します。 
 また事業名欄一番下、国立公園等施設整備事

業費１，２１９万４千円の増額です。  

 この事業は、本県の魅力ある自然環境の保全

やインバウンドの拡大などを図るため、国立公

園満喫プロジェクトのモデル地域である阿蘇く

じゅう国立公園内の県有施設を整備するもので

す。牧ノ戸登山口に休憩所を設置するとともに、

乱立する看板を集約及び多言語化し、国内外か

らの登山者が必要な情報の確認や登山届の記入

等ができるよう整備します。また、登山者の利

用が多い牧ノ戸駐車場のトイレの給水設備が老

朽化していることから、改修のための実施設計

を行います。 
３８ページをお願いします。事業名欄二つ目、 

温泉台帳電子化事業費、予算額は１，１４６万

６千円です。 
この事業は、温泉データの効率的・効果的な

活用により、温泉資源の保護と適正利用を推進

するため、電子台帳システムを構築するもので

す。現在紙に手書きで作成している温泉台帳の

データ化やＷｅｂ上での温泉地図の作成により、

閲覧にかかる時間を大幅に短縮するとともに、

申請においては電子申請システムを利用できる

ようにするなど、利用者の利便性の向上を図り

ます。また、データの集約及び分析が容易とな

ることから、審議等のさらなる充実に向け活用

します。 
次に、５０ページをお願いします。女性が輝

くおおいたづくり推進事業費１，３０３万８千

円の増額です。 
 この事業は女性が活躍でき、男女が共に働き

やすい社会の実現を図るため、経済団体や市町

村等と連携しながら、オールおおいたで女性の

活躍推進に取り組むものです。認証制度を新た

に県独自で創設し、管理職に占める女性の割合
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など、一定の基準を満たす企業を認証するとと

もに、女性活躍先進事例として企業独自の取組

内容を紹介する仕組みを作ります。また様々な

女性人材のネットワーク作りを促進するため、

セミナーやワークショップなど、異業種の女性

が交流できる場を創設し、自身や自社の現状や

課題の把握や解決に繋げていきます。 
５８ページをお願いします。事業名欄上から

二つ目、私立専修学校魅力発信事業費９００万

円の増額です。 

 この事業は、県内に就職する人材を確保する

ため、職業実践専門課程を有する専修学校が、

企業等との連携による教育課程編成や演習、実

習等に要した活動経費に対し助成するものです。 
６８ページをお願いします。事業名欄上から

一つ目、次世代へつなぐ食育推進事業費８０３

万４千円の増額です。 
 この事業は、地域の伝統的な食文化を保護・

継承し、地域住民の郷土愛を醸成するため、お

おいた「食」のストーリー継承事業として、若

い世代に向け地産地消や地域の魅力となる食文

化を活用した食育講座等を実施するとともに、

地域で食育を推進する県内大学に対して補助を

行います。 
最後に１０７ページをお願いします。事業名

欄上から四つ目、おおいた防災・減災対策推進

事業費５千万円の増額です。 
この事業は、災害に強い人づくりや地域づく

りを推進するため、市町村などが行う避難所の

環境改善や地域の防災活動等に対して助成する

ものです。避難所の生活環境の向上、感染症対

策を目的とした整備や自主防災組織等が行う防

災、減災活動及び地域住民が行う避難所運営訓

練などを支援する市町村に対し助成を行います。 
井上委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。 
 答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し簡潔かつ明瞭に答

弁願います。また、マイクの先端を自身に向け、

明瞭に答弁ください。 
 事前の通告者が８名います。 

それでは、順次指名します。猿渡委員がこの

場にいませんので、堤委員。 
堤委員 まず、予算概要７８ページの大気保全

対策事業費についてですが、日本製鉄株式会社

との間で、令和４年１２月に公害防止に関する

細目協定の一部を改正する協定を締結していま

す。第２コークス炉の稼働後、降下ばいじん量

の管理目標値を２０２５年１０月頃から１か月

当たり６トンを５．５トンに規制を強化します

が、まだ２年間あるんですよね。この間に協定

にある一層の排出の抑制に努めるの記載に基づ

き、５．５トンに近づけるべきだと思いますが、

どのように指導していくのか。 

 二つ目として、予算概要９９ページの部落差

別解消推進事業費について、これは相変わらず

部落解放同盟と全日本同和会に８２０万円の委

託料が計上されています。これまでもアンケー

トやインターネットでの書き込みなどがあり事

業は必要と言っているけれども、いつまでやれ

ば解消されると考えているのか。全く効果がな

い事業であり、やめるべきであると考えるがど

うか。 

 予算概要１０８ページの原子力防災対策推進

事業費について、伊方原子力発電所の事故が今

年に入って２０件報告されていますが、直近で

は窒素ガスの漏えいが報告されています。軽微

なものとして片付けるわけにはいきません。県

としてこのような事態に対し、愛媛県に対して

どのような対策の提言をしているのか。 

 １０８ページの大分県災害被災者住宅再建支

援事業費について、６月３０日以来の線状降水

帯による大雨被害で災害救助法が適用されてい

ますが、激甚災害の指定については、この前の

一般質問の中でも指定の方向と聞いていますが、

そういう各種法律において被災者の復旧に対す

る支援の状況は今どうなっているかをお伺いし

ます。 

北村環境保全課長 大気保全対策事業費、日本

製鉄への協定に基づく指導についてお答えしま

す。 

 日本製鉄に対しては、これまでも公害防止協

定に基づき、環境法令を所管する大分市と連携
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してばいじん対策の強化を指導しています。令

和４年度の降下ばいじん量の自主測定の平均値

は３．０トンと着実に低減しています。 

 今回の目標値の引下げは、第２コークス炉の

改修に伴い見直しを行ったものです。工事の完

了までの間も引き続き事業者には、集じん機の

増強やコークス炉の炉蓋等の補修、事業場内の

散水徹底など、ばいじん及び粉じんの低減対策

が確実に実施されるよう指導を続けます。 

藤井審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長 

それでは、部落差別解消推進事業費について 

お答えします。 

 まず、いつまでやれば解消されるかですが、

部落差別等あらゆる不当な差別の解消に取り組

む大分県人権尊重社会づくり推進条例の第２条

に基本理念を定めています。自己決定を尊重さ

れ、自己実現の追求できる社会、部落差別をは

じめ、あらゆる不当な差別及びその結果生じる

不合理な格差の解消に取り組む社会、多様な価

値観と生き方を認め合う社会としており、基本

理念の実現に向けて差別解消に取り組んでいま

す。 

 部落差別の状況については、法務省が令和２

年に公表した部落差別の実態に係る調査結果報

告で、部落差別はいまだにあるという回答が７

３．４％、部落差別の被害又は加害経験――こ

れは親族とか友人も含む数字ですが、そういっ

た経験があるという回答が１７．５％と依然差

別があるとされています。 

 また、近年はインターネット上での悪質な差

別書き込みが増大しており、容易に削除できな

い状況にあり、差別の拡散に苦しんでいる方も

実際にいます。県が実施しているモニタリング

調査でも、直近１年間で大分県に関係する差別

的な書き込み２２件を確認しています。 

 また、今年５月には国東市で人権啓発の拠点

である隣保館で差別的な落書きが見付かるなど

依然として差別は解消されていない状況です。 

 平成２８年に施行された部落差別解消推進法

では、こういった実態を踏まえて現在もなお部

落差別は存在すると明記され、相談体制の充実、

教育及び啓発が地方公共団体の責務とされてい

ます。部落差別解消推進法に定められた責務と

差別の実態を踏まえ、部落差別の解消に向けて、

地域住民に対する生活等の相談、地域住民の自

立に資する研修会等の開催、担い手の養成、こ

の三つについて施策の効果的な実施を図るため、

関係住民の状況を把握している団体に事業を委

託するものです。 

小野危機管理室長 私から原子力防災対策推進

事業費の質問についてお答えします。 

 伊方原子力発電所においては、発電所で発生

する全ての異常事象について、四国電力から愛

媛県を通じて本県に報告がなされる体制を整え

ています。直近の窒素ガスの漏えいについては、

原子炉本体に影響を与えるものではなく、また、

今年に入って報告がなされた他の異常通報につ

いても同様です。引き続き、愛媛県には迅速か

つ正確な情報提供を求めていきます。 

後藤防災対策企画課長 それでは、大分県災害

被災者住宅再建支援事業費についてお答えしま

す。 

 これは、大雨警報等が発令された場合に災害

救助法の適用の有無や被害戸数にかかわらず、

支援が可能な制度設計になっています。そのた

め、災害救助法適用外の市町村でも、全壊や床

上浸水の被害に遭われた方に対して、この事業

を活用して支援を行います。 

堤委員 最後の大分県災害被災者住宅再建支援

事業費の関係で、今、全壊や半壊あるいは一部

損壊が何件とか出ているよね。そういう状況で、

現時点でこの事業を使える件数が分かれば教え

てください。 

 ばいじんについては、背後地の住民からすれ

ばまだまだという状況が実態であるから、県と

しても大分市に依存するのではなくて、県が主

導してぜひ取組を進めてください。 

 部落差別の問題については、同じような回答

をずっとしているわけね。だって、考えてみて

ごらん。アンケートの中で差別はあるかと問わ

れたら、それが部落差別でなくても、外国人、

障がい者、いろんなものがあると答えるのが当

たり前ではないですか。これはアンケートの結

果でやる事業ではない。８２０万円余りの予算
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で、部落差別だけを特化しているような事業で

すよね。一時期減額されたように見えたけれど、

また元に戻っているわけね。これはいい加減や

めるべきと思いますよ。これだけ予算があれば

ほかに回せばいいわけだから。既に改善されて

きているわけだから、これはぜひ中止するよう

に強く求めたいと思います。 

 原子力発電所については、原子炉という特定

の施設なので、人為的なミスも含めて重大事故

につながる可能性がやっぱりあるわけだから、

愛媛県から大分県に連絡があるのを待つのでは

なくて、大分県から率先して情報を取りにいっ

て、対策を講じるべきだと思いますが、その辺

の考えを最後に伺います。 

藤井審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長 

 社会の変化とともに、確かにいろんな人権事

案が顕在化してきていると思います。そういっ

た課題について柔軟に対応していくことは重要

なことだと思っていますが、部落差別について

は、差別を受けた人の心理的な痛みを、我々も

啓発でなかなか伝え切れていないという課題が

あります。例えば、先月、被差別部落地名リス

ト訴訟の東京高等裁判所の判決が出ていますが、

どういう差別かという実態を少し説明します。  

「被差別部落出身者への差別は人間としての尊

厳を否定するものと等しい。差別を受けること

が人生に与える影響は甚大で、被差別部落出身

者であることが推測できる情報が流出すれば、

差別におびえる生活を余儀なくされる。平穏な

生活を送る人格的な利益を侵害する」とあり、

部落差別を取り巻く厳しい実態があります。 

 そういうことで、引き続き粘り強く部落差別

解消に取り組んでいく必要があると考えていま

す。 
小野危機管理室長 伊方原子力発電所について

お答えします。 

 愛媛県とは平成２３年に確認書を交わしてお

り、この確認書の中で連絡や通報の体制を確認

しています。また、人事交流についても継続し

ており、本県からも職員が行って、愛媛県から

も職員が来ています。引き続き愛媛県に対して、

迅速かつ正確な情報提供を求めていきたいと思

います。 

後藤防災対策企画課長 住宅被害の状況ですが、

７月２０日１５時現在で全壊５件、半壊３件、

床上浸水４９件となっています。市町村と協力

しながら、しっかりと被災者に寄り添った対応

をしたいと思っています。 

堤委員 部落差別の問題は、部落差別がないか

らやめろではない。特定の団体に８２０万円も

お金を出すことはおかしいからやめなさいと言

っているのであって、そういう事例があれば、

部落差別は一般的な教育課程においてやってい

けばいいわけよ。そのことが間違っていること

を強く指摘しておきます。 

藤井審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課長 

 委託事業の成果について、我々がどう考えて

いるかを説明します。 

 今年度事業はこれから実施するので、昨年度

の実績で説明します。生活等の相談は２０回開

催して延べ８９人が参加、研修等は４８回開催

して延べ２６１人が参加、担い手の養成は１９

人を対象に実施しています。地域住民への相談

業務、研修、担い手の養成などの事業について

は、きめ細やかに実施されていると考えていま

す。 

 また、こういった事業については、県が直営

事業で実施するよりも委託事業で実施する方が

効果があると考えています。 

吉村（哲）委員 予算概要２２ページ、市町村

避難所ＤＸ等推進事業費ですね。さきほど部長

から説明がありましたが、少し詳しく伺えれば

と思います。 

 １点目として、ＩＣＴ技術を取り入れた避難

所運営について具体的にどのような運用や取組

を考えているのか。２点目として、市町村の人

材や機器による格差を生まないためにどういっ

た工夫をされるのか、以上の２点について伺い

たいと思います。 

河野生活環境企画課長 市町村避難所ＤＸ等推

進事業費についてお答えします。 

 まず、１点目のＩＣＴ技術を取り入れた避難

所運営について、具体的にどのような運用がで

きるかです。昨年度の避難所運営訓練では、避



- 27 - 

難所運営に対してＩＣＴ技術を導入する余地が

あるのかを検証するため、アバターを活用した

遠隔問診等の実証実験を行って、避難所運営に

おけるＩＣＴ技術活用の可能性とその有効性を

確認しました。 

 本事業は、マンパワー不足によって円滑に行

えていない避難所運営業務に対して、課題解決

に効果的なＩＣＴ技術等を実際に組み込み、モ

デルとして一つの市町村において避難所運営訓

練を実施する予定です。その訓練には他の市町

村職員等も参加できる形式で実施して、各自治

体の避難所運営にフィードバックできる機会を

創出するように考えています。 

 具体的なＩＣＴ技術の導入例として考えられ

るのは、例えば、ＱＲコードを活用した受付業

務の効率化――避難所ごとにＱＲコードを発行

して、避難者に事前にスマートフォンによって

避難者情報を入力してもらうことで、受付時間

の短縮や効率的なスクリーニングを実施するこ

となどが考えられると思います。 

 それから、２点目の市町村の人材や機器によ

る格差を生まないためにどのような工夫をする

かです。 

 避難所運営訓練や市町村の避難所担当課長で

構成している検討会議等を通じて、避難所運営

の効率化に有効な導入技術の検討、それから他

県における優良事例等の情報共有を行い、県内

全域での避難所運営能力の向上を図りたいと考

えています。また、市町村がＩＣＴ技術等の導

入を行う際には補助金の活用も可能なので、積

極的な活用を促したいと考えています。 

吉村（哲）委員 ありがとうございました。１

点再質問させてください。具体的に一つの市町

村がもし決まっていれば伺いたいと思います。 

 また、これは要望になりますが、さきほどＱ

Ｒコード等の話もあり、検討会議で各市町村の

担当という話もありました。さきほど私が質問

した内容も市町村の人材や市町村の機器の格差

という話でしたが、ＱＲコード等の話を考える

と、受け手側の地域によって高齢者が多かった

り、地域によっては若い人が多かったりと、そ

ういった地域のバランスもあると思うので、そ

の辺しっかりと検討しながらいざというときに

使える、運用できるものをしっかり作り上げて

いただければと思います。 

河野生活環境企画課長 まだどの市町村でする

かは決めていません。もし予算を可決いただけ

れば、これから市町村の選定等を行っていきた

いと思っています。 

 また、実際にどういう形でこの事業を行って

いくかについては、現時点ではプロポーザル方

式で業者から提案をしていただいて、例えば、

アバター、顔認証、ＱＲコードなどいくつか考

えられると思うんですが、一つの市町村がモデ

ル的に実施して、それに他の１７市町村の担当

者が自分の市町村でこれを導入したいという技

術があれば積極的に導入していただくことを支

援していきたいと考えています。 

高橋委員 予算概要２１ページ、優しいマナー

と思いやりの運転県おおいた推進事業費です。 

 高齢者の交通安全対策は今後の大きな課題だ

と思います。運転免許の自主返納についてです

が、これはずっと前から言われていますけれど

も、生活上の必要性からなかなか自主的に返納

に踏み切れない高齢者も多いと聞いています。

現段階でどの程度の返納率になっているのか。 

また、ここで支援という言葉が使われています

が、自主返納に対する支援はどういうことを想

定されているのか、ちょっと内容的なものを聞

かせてください。 

 それからもう１点、予算概要２２ページの避

難所感染症対策支援事業費です。 

 災害時における感染症対策ということで、昨

年度当初予算の半分ほどの５６５万円となって

います。そこで、避難先となるホテルや旅館は

どの程度の数を想定しているのかと、その根拠

みたいなものがもしあれば教えてください。 

河野生活環境企画課長 それでは、優しいマナ

ーと思いやりの運転県おおいた推進事業費、そ

れから避難所感染症対策支援事業費について、

それぞれお答えします。 

 まず、運転免許証の自主返納率です。県では、

運転免許証の自主返納支援制度を平成２１年度

から設けて、運転に不安を感じる高齢者が運転
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免許証を返納しやすい環境づくりに取り組んで

います。 

 ７０歳以上の自主返納率については、令和４

年度の免許保有者数が１５万４，５０８人、自

主返納者数が４，５５２人で、自主返納率は約

２．９％となっています。ちなみに令和元年に

東京都池袋で高齢の運転者による暴走事故があ

り、そのときに運転免許証の返納者が増えたと

いう事情があります。そのため、令和元年度は

５，４１０人の高齢者の返納がありましたが、

令和４年度は４，５５２人なので、数にして８

５８人の減少、率にして１６％の減となってい

ます。 

 一方で、７０歳以上の運転免許保有者につい

ては令和元年度が１３万７，０３０人、令和４

年度は１５万４，５０８人で１万７，４７８人

増えていて、１３％の増となっています。した

がって、自主返納率は令和元年度が３．９％で

あるのに対して、令和４年度は２．９％で下が

っています。 

 続いて、自主返納に対する支援がどういうこ

とを想定しているのかです。運転免許証の自主

返納支援制度における支援では、県内のタクシ

ー会社や小売店などを自主返納サポート加盟店

として登録しています。現在、県下の３１４店

舗の加盟店に協力をいただいて、７０歳以上の

運転免許自主返納者に対して、タクシー料金や

商品購入の際の割引等を支援していただいてい

ます。 

 続いて、避難所感染症対策支援事業費の件で

す。 

 まず、本事業の所要額については、重症化リ

スクの高い方の出現率と、直近３か年の避難者

数から避難者に占める要配慮者の人数を推計し

て算定しています。過去の活用実績が多くなく、

そしてコロナが５類感染症に見直されましたが、

避難所において感染症が重症化する危険性には

引き続き配慮が必要であると判断しており、今

年度についても各市町村と連携して取組を進め

ていきます。 

 ちなみに大分県旅館ホテル生活衛生同業組合

と協定を結んでおり、４０１の施設と調整をす

る形で制度を作っています。ただ、市町村が災

害救助法の適用を受けた場合はこの制度の対象

外とさせていただいています。それは災害救助

法の枠の中で同様の仕組みがあるので、そちら

で対応していくことになります。 

 したがって、大規模災害のときは基本的に災

害救助法で対応し、それ以外のときに本事業を

活用することにしており、昨年度はそういった

災害が余りなかったので、実績がゼロという状

況でした。それで、金額の見直しをする中で、

半額程度で予算計上しています。 

高橋委員 ありがとうございます。もし分かれ

ばでいいですが、高齢者の運転免許証の自主返

納について、市町村別というか――要するに中

心部の大分市と周辺部の市町村で返納率が違う

のかどうなのか。簡単に言えば、公共交通機関

の確保が最近厳しくなってきている周辺部につ

いては、自主返納率がやっぱり低いとか、少し

公共交通機関の利便性がいい大分市はまあまあ

返納率がいいとか、何かそういうデータはあり

ますか。 

河野生活環境企画課長 県全体の数字しか今把

握していませんので、またちょっと調べさせて

いただきたいと思います。 

高橋委員 ありがとうございます。高齢者の交

通安全対策として、私の父も運転免許証をかな

り遅くまで持っていて返納させましたけれども、

一方で大分県の場合はないと困る方もかなり多

いと思うんですね。それはまた、公共交通機関

をどうしていくかの話にもなると思うので、よ

ろしくお願いします。 

 また、避難所の感染症対策の支援内容につい

てはよく分かりました。ありがとうございまし

た。 

河野生活環境企画課長 運転免許証の自主返納

の件で少し補足したいと思います。 

 全ての高齢運転者に対して自主返納を促進し

ているわけでは決してありません。あくまでも

運転に不安を感じている高齢者が運転免許証を

返納しやすい環境をつくることを目的に事業を

組み立てているので、そこだけ補足させていた

だきます。 
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二ノ宮委員 予算概要３６ページです。生物多

様性保全推進事業費の中のカモシカの保護対策

に要する経費、クリハラリスの調査及びアライ

グマの防除等委託料について質問します。 

 まず、カモシカについては分布地域と個体数、

それから保護対策の現状、効果及び課題。また、

今後個体数の増加が見込める取組になっている

のかについてお聞きします。 

 次に、アライグマは家の前でちょいちょい見

ますが、クリハラリスについては初めて聞きま

した。そこで、クリハラリスは全国でどういう

状況であるのか、それから生態調査に約５７０

万円もかけていますが、どういう調査方法があ

るのかをお聞きします。 

 それからアライグマの生態、分布地域、個体

数並びに被害状況と捕獲実態。アライグマにつ

いては、捕獲が大変難しいと聞いています。被

害は大変大きいですけど、新たな捕獲方法等に

ついてお聞きしたいと思います。 

 それからもう１点は、予算概要１０７ページ

の地域防災力強化支援事業費の中のタイムライ

ンの普及促進についてお聞きします。 

 これは一般質問でも取り上げましたが、昨年

３か所でモデル的に行われました。今後、早急

に作成をして、実際の災害に対応できる普及促

進が急務と考えています。自治区自主防災組織

ごとの地方防災計画となると思いますが、普及

促進計画についてお聞きしたいと思います。 

浜田自然保護推進室長 まず、カモシカの保護

対策についてお答えします。 

 ニホンカモシカは、北海道を除きほぼ全国に

分布していますが、九州では祖母傾山系から九

州中央山地を中心に大分県、熊本県、宮崎県に

分布しています。九州３県教育委員会による特

別調査において、生息環境の悪化等により県内

では推定１７頭との結果もあり、個体数の維持

も厳しい状況です。 

 令和２年度には条例に基づく指定希少野生動

植物に指定し、昨年４月には保護管理事業計画

を策定するとともに、生息状況の調査やポスタ

ー、チラシによる啓発を行ってきました。ただ、

昨年度の生息状況調査ではカメラ約４０台を１

２０日程度設置したものの、撮影できたのは３

か所、４コマのみでした。 

 今後も引き続き生息状況の把握に努めるとと

もに、ニホンカモシカのわなによる錯誤捕獲防

止の啓発などを行い、個体数の減少を止めるこ

とで増加に転じるよう取組を行っていきます。 

 次に、特定外来生物についてです。 

 アライグマは日本に天敵がいないなどの理由

で、全国で自然繁殖しています。防除対策の取

組を進めたことで、昨年度の県内での捕獲数は

１，７１１頭となっており、５年前と比較する

と約２．５倍捕獲できており、令和４年度の農

業被害額は前年度より減少しています。 

 また、クリハラリスは数年繁殖が可能であり、

果実や樹皮、昆虫などを餌にしています。県内

では、今年１月に捕獲された個体が初めてクリ

ハラリスと確認されましたが、現段階では農林

業被害などは確認されていません。今後、分布

範囲や生息状況を把握するとともに、有識者と

も協力しながら捕獲を行い、生息域の拡大防止

に努めます。 

後藤防災対策企画課長 タイムラインの普及促

進計画についてお答えします。 

 地区タイムラインは、それぞれの地域におい

て避難の声かけや避難所における食料や物資の

調達など、自主防災組織で事前に話し合い、時

系列に整理するものです。昨年度、由布市など

の県内３地区において作成し、その手法を作成

の手引としてまとめました。 

 今年度は市町村を通じて自主防災組織等に普

及啓発を行うほか、避難訓練未実施地区を中心

に防災士会と連携して、地区タイムラインを活

用した訓練支援を行い、訓練ノウハウの横展開

を図りたいと考えています。具体的には、ＮＰ

Ｏ法人大分県防災活動支援センターや地元防災

士会等が協力して、避難訓練を支援する避難さ

せ隊を派遣します。地区タイムラインを活用し

ながら、この活動を県内６地区で実施したいと

考えています。 

 加えて、その他の各種タイムラインについて

もガイドブックを作成し、防災士や教員等を対

象にした研修会を開催するとともに、普及促進
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を図りたいと考えています。 

二ノ宮委員 ありがとうございます。タイムラ

インのことですが、一番問題だと思うのは自治

区自主防災組織の熱意と言うか、地域によって

ただそういう組織ができているだけのところも

あるし、本当に熱心に行動しているところもあ

ると思っています。そういうことで、このタイ

ムラインを見せてもらったんですけど、大変す

ばらしいと思うし、これが各自治区自主防災組

織ごとに全県的に作ることが大事だと思ってい

ます。今の説明だといろんな訓練を行うと言わ

れていましたけど、全県の全ての組織で作って

いくことをぜひ進めていただきたいと思ってい

ます。 

 それから、カモシカは全部で１７頭しかいな

いとなかなか出会うことが少ないと思いますが、

何か出会う方法を作ってあげたらいいかなと思

いました。 

 それから、クリハラリスもアライグマでも一

緒なんですけど、生態調査は大変難しいと思い

ます。だから、効果的なやり方と言いますか、

一番いいのは地域のいろんな人に聞いて歩くと

か、特にアライグマなんかはどこでどう出たと

か、そういうニュースは多いのではないかと思

っています。それと、いつも私は言っているん

ですけど、この間はイノシシの調査方法にドロ

ーンを使ったらどうかと提案しました。ぜひそ

ういうものもいかしていただきたいと思います。

どうかよろしくお願いします。 

原田委員 予算概要７９ページのダイオキシン

総合対策推進事業費についてお尋ねします。 

 猛毒のダイオキシン類を含んだ２，４，５－

Ｔ系除草剤は、２０２１年１月時点で全国１５

道県４２市町村の国有林に計約２６トンが埋め

られていることが明らかになっています。これ

はそもそも林野庁が１９６０年代後半にスギな

どの成長を阻む雑草を枯らすため、この除草剤

を国有林に散布していたとのことですが、使用

禁止になってから、県内でも別府市十文字原の

国有林に７５キログラムの除草剤が埋設された

ままとなっています。埋設地は市街地からは離

れていますが、安心院町との境にある天間地区

に４１世帯の方が住んでいるんですけど、この

天間地区からは２キロメートルほどの近さです。

地下水への浸透も危惧されますから、この問題

は放っておけません。 

 以前、生活環境部環境保全課に聞くと、昭和

５９年には専門家の指導で、コンクリート被覆、

囲い、標識を設置し、大分西部森林管理署が年

２回の巡視を行っているとのことでした。しか

し、埋設から長期間が経過しており、コンクリ

ートの経年劣化や近年の地震、豪雨等の自然災

害により、今後環境への影響が懸念されていま

す。 

 県民クラブでも地元選出の国会議員に要請が

上がったりしていたんですけど、この問題は国

会でも取り上げられ、これまでは安全性に問題

がないとして撤去に消極的だった林野庁も、方

針を転換して撤去に向けた方策の調査を始めた

と答弁が変わってきました。そして、昨年春に

は国内の全ての埋設地を撤去するとの方針が報

道されていました。これは林野庁が国有林に埋

めたので、撤去も国の事業になりますけど、県

民にとってとても重要な問題だと思いますので、

今その現状をお知らせ願いたいと思います。 

北村環境保全課長 別府市十文字原に埋設され

ている除草剤の現状についてお答えします。 

 別府市十文字原の埋設地に関しまして、国が

昨年下流側の湧水の調査を実施し、ダイオキシ

ン類は環境基準値以下だったという結果を聞い

ています。国としては、令和３年度から先行し

て調査を実施している４か所のうち佐賀県等３

か所については、今年度から撤去する予定とい

うことで公表しています。 

 別府市十文字原の撤去時期については未定と

聞いていますが、県では別府市と共に早期撤去

と定期的な周辺土壌及び水質の検査の実施を要

望しています。なお、管理している大分西部森

林管理署では、さきほど委員が言われた年２回

の巡視と、先月からの大雨のときも巡視をして

いて、現在までに異常はないと聞いています。 

原田委員 状況は分かりましたが、このことは

強く国に要望すべきではありませんか。高橋部

長にお答え願いたいと思います。いかがですか。 
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高橋生活環境部長 問題については重く受け止

めています。国に対しては繰り返し要望してい

ますが、委員の御心配もあるので、一層力を入

れて要望していきたいと思います。 
守永委員 私からは３点です。 

まず、予算概要２２ページの市町村避難所Ｄ

Ｘ等推進事業費についてですが、さきほど質問

が既に出ており、私の質問事項とほぼ重なって

いるので、内容的には理解をしました。避難所

運営に必要な具体的なＩＣＴ技術については、

プロポーザル方式で検討していくという話でし

た。そこで、プロポーザル方式で投げかけると

いうのは、どんな投げかけ方をするのでしょう

か。避難所を運営する上でのＩＣＴ技術という

ように、大ざっぱなというか広い意味でのプロ

ポーザルの提案になるのか、もっと具体的にこ

ういう側面とかこういう内容でとか、さらに具

体的なことを示した上でのＩＣＴ技術を導入で

きないかということなのか、その辺をちょっと

教えていただければと思います。 

 次に、予算概要４６ページの犯罪被害者等支

援推進事業費についてです。犯罪被害者等への

直接支援に要する経費として計上されています

が、具体的に直接支援とはどのようなことを想

定しているのか、教えていただければと思いま

す。 

 次に、予算概要６８ページの次世代へつなぐ

食育推進事業費についてです。この事業でおお

いた「食」のストーリー継承事業実施に伴う経

費として３６２万６千円が計上されていますけ

れども、講座の実施とあわせてストーリー継承

のために広報的なことも何か考えているのか、

教えていただければと思います。 

河野生活環境企画課長 市町村避難所ＤＸ等推

進事業費の件です。 

 プロポーザルが具体的なものかどうかですが、

我々が今イメージしているのは、ＩＣＴ技術を

使ってより具体的にどういった避難所の運営を

するかを提案していただいて、それぞれの業者

から出てきたものを比較して、業者決定をして

実施する形でやれればいいなと思っています。 

木内県民生活・男女共同参画課長 犯罪被害者

等支援推進事業費についてお答えします。 

 直接支援として犯罪被害者等が事件の状況や

生活での困り事等を記録できる支援ノートを作

成し、相談者に配布しています。 

 犯罪被害者等は、被害直後から警察の事情聴

取や支援手続等の様々な説明を受けますが、心

身のダメージがある中で各機関から何度も同じ

ことを聞かれ、さらなる心理的負担が生じるな

ど二次的被害を起こすおそれがあります。また、

どのような支援をどこが提供しているのか分か

らない等の不安も抱えています。犯罪被害者等

は、この支援ノートに記録した内容を各機関に

見せることによって同じことを何度も話さずに

済み、心理的負担の軽減につながります。また、

支援ノートには警察や裁判における事情聴取の

流れ、各支援機関の連絡先や支援制度などをコ

ンパクトにまとめており、犯罪被害者等の支援

が円滑に行われるようになっています。 

大平食品・生活衛生課参事 次世代へつなぐ食

育推進事業費についてお答えします。 

 おおいた「食」のストーリー継承事業では、

国東半島宇佐地域世界農業遺産の認定地域に伝

わる食を地域の文化や歴史とともに学ぶ食文化

講座を４回、地域の食を支える農林漁業を生産

者と共に学ぶ農林漁業体験会を２回開催する予

定です。 

 地域の食を支えてきた知恵や努力、伝えられ

てきた行事や郷土料理などについて、本事業で

は全ての講座や体験会で使用できる包括的な教

材を、若い世代が携帯などで閲覧しやすいデジ

タル教材として作成することにしています。 

 作成した教材や実施した内容については、事

業終了後もホームページ等で継続して公開し、

参加者以外にも広く周知する予定です。 

守永委員 まず、市町村避難所ＤＸ等推進事業

費に関しては、プロポーザルで提案されたＩＣ

Ｔ技術がどういうことに使えるかを広く募集す

るものと捉えたのですが、様々な災害における

避難所の緊急性、ニーズ、必要性、そういった

ものを検討する中で施工業者を決めていくスタ

ンスと理解してよろしいですかね。その辺をち

ょっと確認いただければと思います。 
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 犯罪被害者等支援推進事業費の支援ノートの

ことは以前聞いたことがあるので、あれのこと

かと思い出しました。また、そういった部分の

支援も含めて積極的にカバーしてあげられれば

と思うので、よろしくお願いします。 

 食育の部分については、おおいた「食」のス

トーリー継承事業でデジタル教材が一般に開放

されるということで、ぜひ学習教材としてだけ

ではなく、広く県民にお知らせできる形で広報

していただければと思うので、積極的に取り扱

ってください。よろしくお願いします。 

河野生活環境企画課長 避難所運営にＩＣＴ技

術を提供することで、市町村の避難所担当者に

そういったＩＣＴ技術の有効性を体感していた

だいて、今後の避難所運営にいかしていただき

たいと思います。受付や避難者の誘導など、い

ろんな場面を想定しながら実施できればと考え

ています。 

福崎委員 まず、３４ページの地域気候変動対

策推進事業費についてです。私は一般質問でも

聞きましたが、Ｊ－クレジット制度の推進とい

うことで補正予算に組まれています。この事業

をどのように力強く取り組んでいこうと考えて

いるのか、もう一度聞きたいと思います。 

 それから、８１ページの衛星画像活用水道管

漏水調査支援事業費についてです。衛星画像を

活用するということですが、衛星画像のデータ

をどこから取得し、それに係る経費はいくらな

のか。それから、漏水判定の委託先はどこを考

えているのか。また、これらのデータについて

どのように活用していこうと考えているのか、

教えていただきたいと思います。 

後藤脱炭素社会推進室長 Ｊ－クレジット制度

の推進についてお答えします。 

 今年度は普及啓発を目的として、３種類のセ

ミナーを実施する予定です。 

 まずは、様々な業種の方を対象にした一般的

なセミナーです。Ｊ－クレジット制度を幅広に

周知し、クレジットの創出や購入に取り組む足

がかりとしてもらいたいと思っています。 

 二つ目は、森林管理者向けセミナーを行いま

す。通常の森林経営の延長で創出できる森林ク

レジットについて、セミナーの実施により機運

の醸成を図っていきたいと考えています。 

 三つ目は、クレジット売却に難航している事

例もあることから、金融機関向けのセミナーを

実施し、クレジットの創出者と購入者をつなげ

る役割を担ってもらえればと思っています。 

 Ｊ－クレジット制度は、カーボンニュートラ

ルの実現に向け、有効なツールと考えています。

引き続き、制度の周知や県内事業者の創出、活

用への支援を通じまして、取組の推進を図りた

いと思っています。 

北村環境保全課長 衛星画像活用水道管漏水調

査支援事業費についてお答えします。 

 まず、衛星画像をどこから取得し、その経費

はいくらかということですが、本事業は国立研

究開発法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）

の人工衛星だいち２号の観測データの事業化実

証プロジェクトに参加することになっており、

ＪＡＸＡから無償で衛星画像の提供を受けるこ

とになっています。 

 二つ目の漏水判定の委託先については、一般

競争入札の結果、イスラエルのアステラ社の日

本代理店であるジャパン・トゥエンティワン株

式会社に決定しています。 

 最後に、どのように活用していくのかです。

この漏水判定を行うことで、調査が必要な漏水

疑いのある管路が全体の２割程度に絞り込めま

す。そのため、これまで全域で漏水調査を行っ

ていたときに比べて、５倍以上の効率化を期待

しています。そして、県がこの事業を実施して、

判定結果を市町村に提供します。市町村がこの

データを活用することで、全市町村が令和７年

までに全ての漏水が疑われる管路の調査を終え

る計画となっています。これにより大幅なコス

ト削減につながることを期待しています。 

福崎委員 ありがとうございます。それぞれの

事業において、速やかな実施とよりよい効果が

得られるように取り組んでいただけたらと思っ

ているので、よろしくお願いします。 

河野生活環境企画課長 さきほど高橋委員から

話がありました運転免許証の返納に係る市町村

ごとの数についてです。令和４年度の警察署別
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で７０歳未満も含む数になりますが、大分市が

１，３００人、別府市が５００人、日出町が１

５９人、杵築市が１０５人、佐伯市が２６２人、

津久見市が７２人、臼杵市が２２０人、豊後高

田市が１２４人、宇佐市が２７４人、中津市が

３０８人、日田市が１７４人、竹田市が１３２

人、豊後大野市が１８０人、それから免許セン

ターで受け付けた方が５１１人という状況です。 

井上委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。 

 ほかに質疑のある方は、 挙手をお願いしま

す。 

木付委員 ９２ページの海岸漂着物地域対策推

進事業費についてですが、昨年度予算が１億４

千万円超、今年度が約１，２００万円で、大幅

に減額になっている理由を教えてください。 

 そして、事業概要の説明文と予算付けがリン

クしていないように思うんですけど、これはい

かがですか。 

 同じページの災害時海岸漂着物処理事業費に

５千万円の予算を付けています。これは災害パ

ッケージ予算なので、災害が発生するときに予

算を執行できると思いますが、災害時ではない

ときも漂着物は来るんですよね。そのときの処

理はどのようにするのか教えてください。 

嶋﨑循環社会推進課長 海岸漂着物地域対策推

進事業費についてお答えします。今年度は令和

５年度ですけれども、執行予算額を令和５年３

月補正で予算措置しており、１３か月予算とし

ているので、額としては昨年度並みの予算を確

保しています。 

 それから災害時海岸漂着物処理事業費につい

ては、県管理海岸において災害時に確保してい

る予算であり、委員御指摘のとおり災害パッケ

ージ予算となり、素早く対応できるように予算

措置しています。災害時以外では、海岸漂着物

地域対策推進事業費を適用しています。 

 すみません、もう１点をもう一度お願いでき

ますか。 

木付委員 文章的なことだけど、ごみの回収や

処分を実施する事業なのに、広報啓発とか海岸

漂着物実態調査とか、そういう予算付けですよ

ね。この辺は予算付けした説明内容に変えない

と、ちょっと矛盾するのではないかという指摘

です。 

嶋﨑循環社会推進課長 今年度予算額は１，２

４１万９千円で、あくまで広報啓発と海岸漂着

物実態調査の予算分を計上しています。ですか

ら、海岸漂着物の対策や回収に回る予算は１３

か月予算として補正予算で確保しているので、

そういう説明書きになっています。分かりづら

くて申し訳ないです。 

木付委員 ６月３０日からの大雨豪雨で海岸は

結構汚れているんですよね。国東市の安岐海岸

なんかも汚れていて、早くやってもらいたいん

ですよね。だから、今言われたように１３か月

予算でごみの回収をやっているなら、土木事務

所ですぐに実施してもらいたいと思います。昨

年、安岐海岸では実は何十年かぶりにウミガメ

が上がっているんです。だから、ちょっと気に

なっています。 

嶋﨑循環社会推進課長 日田市と中津市で災害

が起きているので、その対岸の海岸漂着物につ

いては速やかに処理をしていきたいと考えてい

ます。よろしくお願いします。 

澤田委員 私は予算概要書の５６ページ、青少

年等自立支援対策推進事業費についてお伺いし

ます。通告していなかったので、答えられる範

囲で結構です。 

 市町村支援員の増員及び関連項目についてお

聞きしたいと思います。２人から３人へ増員し

ていますけれども、これはそもそも最初から人

数が足りなかったのか、それとも３人にするこ

とによって、これから精力的にひきこもり対策

をやっていきたいという意図があるのかを教え

てください。あと、ひきこもり支援機関ネット

ワークの構築とありますが、今回の予算によっ

てどのようなネットワークの設計をしていきた

いのか。そして、最後にひきこもり当事者等の

居場所の増加と書いていますが、どの地域にど

れくらいの規模で予算を計上しているのか、教

えていただければと思います。 

松原私学振興・青少年課長 御質問のありまし

た市町村支援員の増ですが、市町村支援員を２



- 34 - 

人から１人増としていますけれども、これは市

町村との連携を図ることと、高校を中退された

方や中学卒業後でなかなか学校からフォローが

いきづらい方がいるので、そういったところに

手が届くようにしたいので１人増やしています。 

 あと支援の体制ですが、基本的に県のおおい

た青少年総合相談所でワンストップで受ける形

をとっています。そちらで市町村につないだ方

がいいという判断であれば市町村におつなぎし

ますし、市町村に直接話がいけば市町村で対応

することができています。基本的には相談があ

ったところでワンストップで対応してもらう形

で、ネットワークを作っています。 

 最後に３点目の居場所の増加ですけれども、

こちらも若干重複するところがありますが、話

を聞いた中で、例えば、支援する団体はどこが

よいとか、まだそちらにつなぐのは早いとかで

あれば話をしっかり聞いて、専門的なところで、

そういったひきこもりの方はすぐには当然一歩

を踏み出せないことがあるので、本人にとって

一番いいところを少しずつですが紹介していく

ことになります。場合によっては、アウトリー

チ型で先方に伺う形も取っているので、その方

の状況に応じて一番いい形を取っていく体制で

す。 

澤田委員 ありがとうございました。ひきこも

りの方に関しては、何かネットワークを求めて

いる方がたくさんいます。よく御存じかと思い

ますが、県でもしっかりそういったネットワー

クを構築していただきながら、ひきこもりの方

がいろんな方向に行けるような施策を進めてい

ただければと思うので、要望ですが、よろしく

お願いします。 

井上委員長 ほかに質疑はありませんか。 
〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 ほかに質疑もないので、これをも

って生活環境部関係予算に対する質疑を終わり

ます。 

 以上で本日の審査日程は終わりました。次会

は２５日午前１０時から本議場で開きます。 
 これをもって、本日の委員会を終わります。 
 

 
 


